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 下記の「人権に関する県民意識調査」結果は、本文 17 ページで紹介している平成 24（2012）年度に

県が実施した「人権に関する県民意識調査」のことであり、比較対象として掲載している前回調査は本

文 18 ページ、内閣府調査は本文 24ページで紹介している調査のことです。 

 なお、本調査に関する結果は、県人権課のホームページに「報告書」及び「概要版」を載せています。 

 

問１-１ 基本的人権は、侵すことのできない永久の権利として、憲法で保障されています。 

     あなたは、このような基本的人権の内容を知っていますか。【いずれかに○を】 
     （基本的人権には思想、表現の自由などの自由権や生存権などの社会権、参政権などがあります。） 

１. 知っている    ２. 知らない      

 

図１ 基本的人権の周知度（％） 

 

 

 

 

 

 

 

問１－１ 副問  ［ 問１-１で「１. 知っている」と答えた方にお尋ねします ] 

あなたは、今の日本は、基本的人権が尊重されている社会だと思いますか。【○は１つだけ】 

１. そう思う  ２. いちがいにはいえない  ３. そう思わない  ４. わからない 

 

図２ 日本の基本的人権（％） 

 

 

 

 

＊ 前回調査には、「わからない」の回答項目が存在しない。 

 

問１-２ あなたは、国民一人ひとりの人権意識は、４～５年前に比べて高くなっていると思いますか。 

    【○は１つだけ】 

１. そう思う  ２. いちがいにはいえない  ３. そう思わない  ４. わからない 

 

図３ 人権意識の変化（％） 

 

 

 

 

＊ 前回調査には、「わからない」の回答項目が存在しない。 

 「「人人権権にに関関すするる県県民民意意識識調調査査」」結結果果（（一一部部抜抜粋粋））  
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問１-３ 日本の社会における人権にかかわる問題として、あなたが関心のあるものはどれですか。【○はいくつでも】 

１. 同和問題     ２. 女性          ３. 子ども        ４. 高齢者 

５. 障害者      ６. ＨＩＶ感染者等     ７. ハンセン病元患者等  ８. 外国人     

９. アイヌの人々   10. 刑を終えて出所した人  11. 犯罪被害者等     

12. インターネットによる人権侵害          13. ホームレス 

14. 北朝鮮当局による拉致問題等                     15. 性的指向       16. 性同一性障害 

17. 人身取引      18. 震災における風評被害等による人権侵害 

19. その他の問題   20. 特にない 

 

図４ 関心のある人権問題（％） 
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表１ 関心のある人権問題（％） [過去の調査等との比較] 

  

今回調査 前回調査 内閣府調査

高 齢 者 47.4 42.2 34.8

障害者 42.7 56.6 39.4

子ども 36.3 43.1 38.1

インターネットによる人権侵害 33.2 30.2 36.0

北朝鮮当局による拉致問題等 （※1） 32.8 - 26.5

震災風評被害等による人権侵害　（※2） 31.9 - 28.4

同和問題 27.7 45.4 13.4

女性 22.4 32.4 26.9

犯罪被害者等 20.9 41.3 19.3

HIV感染者等 15.4 26.7 14.1

刑を終えて出所した人 13.2 18.2 15.8

人身取引 11.6 - 10.2

ホームレス 10.1 - 12.4

ハンセン病元患者等　（※3） 8.5 20.8 13.4

外国人 7.7 15.6 10.7

性同一性障害 7.7 - 9.6

性的指向 5.1 - 9.2

アイヌの人々 4.6 11.4 5.7

その他の問題 1.9 1.8 0.4

特にない 5.3 6.7 8.6  

※1 「北朝鮮当局による拉致問題等」は、内閣府調査「北朝鮮当局によって拉致された被害者等」との比較。 
※2 「震災における風評被害等による人権侵害」は、内閣府調査「東日本大震災に伴う人権問題」との比較。 

※3 「ハンセン病元患者等」は、内閣府調査「ハンセン病患者・回復者等」との比較。 
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問１-４ あなたは今までに、ご自分の人権が侵害されたと思ったことがありますか。【いずれかに○を】 

１. ある    ２. ない    

図５ 人権侵害の経験（％） 
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問１－４副問１ ［ 問１-４で「１. ある」と答えた方にお尋ねします ] 

        それはどのようなことで人権が侵害されたと思いましたか。【○はいくつでも】 

１. あらぬ噂、他人からの悪口、かげ口 

２. 名誉・信用のき損（傷つけること）、侮辱 

３. 暴力、脅迫、強要（社会的地位、慣習、脅迫などにより、本来義務のないことをやらされたり、権利

の行使を妨害された） 

４. 犯罪、不法行為のぬれぎぬ 

５. 悪臭・騒音等の公害 

６. 差別待遇（人種・信条・性別・社会的身分等により、不平等または不利益な取扱いをされた） 

７. 地域などでの仲間はずれ 

８. 公的機関による不当な取扱い 

９. 使用者による労働強制等の不当な待遇 

10. プライバシーの侵害 

11. セクシュアル・ハラスメント（性的いやがらせ） 

12. パワーハラスメント（職務権限などの立場を利用して行ういやがらせやいじめ） 

13. ストーカー行為            14. 家庭での不当な取扱い 

15. 社会福祉施設での不当な取扱い     16. その他 

17. なんとなくそう感じた         18. 答えたくない 

図６ 人権が侵害されたと思った内容（％）  
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無 回 答
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表２ 人権が侵害されたと思った内容（％） [過去の調査等との比較] 

  

今回調査 前回調査 内閣府調査

54.9 58.0 47.4

27.3 31.5 18.1

20.6 - 24.2

13.0 11.9 8.7

12.0 18.9 19.7

11.5 21.3 20.0

9.1 - -

8.6 13.6 12.9

7.6 17.8 12.3

6.0 11.0 14.8

6.0 9.4 5.8

5.2 3.3 -

4.2 4.2 -

3.9 5.7 -

1.0 - 2.6

2.9 3.6 1.9

10.7 5.1 2.3

2.9 2.0 1.9

社会福祉施設での不当な取扱い

その他

なんとなくそう感じた

答えたくない

セクシュアル・ハラスメント

犯罪、不法行為のぬれぎぬ

地域などでの仲間はずれ　（※4）

ストーカー行為　（※5）

プライバシーの侵害

家庭での不当な取扱い

公的機関による不当な取扱い　（※2）

悪臭・騒音等の公害

使用者による労働強制等の不当な待遇　（※3）

あらぬ噂、他人からの悪口、かげ口

名誉・信用のき損、侮辱

パワーハラスメント　（※1）

暴力、脅迫、強要

差別待遇

 

※1 「パワーハラスメント（職務権限などの立場を利用して行ういやがらせやいじめ）」は、内閣府調査「職場での嫌がらせ」と 
の比較。 

※2 「公的機関による不当な取扱い」は、内閣府調査「警察官等の公務員からの不当な取扱い」との比較。 
※3 「使用者による労働強制等の不当な待遇」は、内閣府調査「使用者による時間外労働の強制等の不当な待遇」との比較。 
※4 「地域などでの仲間はずれ」は、前回調査「村八分」との比較。 

※5 「ストーカー行為」は、前回調査「特定の人に執拗に（しつこく）つきまとわれる」との比較。 

 

問１－４副問２ ［ 問１-４で「１. ある」と答えた人にお尋ねします ] 

その（侵害されたと思った）ときにどうされましたか。どなたかへ相談したことがありますか、そ

れともご自分で処理されましたか。【○はいくつでも】 

１. 友人、職場の同僚・上司に相談した    ２. 家族、親せきに相談した 

３. 弁護士に相談した            ４. 警察に相談した 

５. 法務局や人権擁護委員に相談した     ６. 県や市町村役場に相談した 

７. 民間団体に相談した           ８. 相手に抗議した 

９. 何もしなかった             10. その他 

11. おぼえていない 

図７ 人権が侵害されたと思ったときの対応（％） [過去の調査との比較] 
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問 12-１ 人権問題について、さまざまな方法で啓発活動が行われていますが、あなたは、人権意識を高めるための啓

発方法として、特にどれが効果が高いと思いますか。【○は３つまで】 

１. 講演会や研修会     ２. 広報誌やパンフレット     ３. テレビ・ラジオ  

４. 映画・ＤＶＤ      ５. 新聞             ６. 雑誌、週刊誌 

７. 映画の上映会やパネルなどの展示会     ８. 掲示物（ポスターや電車バスの車体広告など） 

９. 人権フェスティバルなどのイベント     10. インターネットなど 

11. その他         12. 特にない           13. わからない 

 

図８ 人権意識を高めるための啓発方法（％） [過去の調査等との比較] 

59.4 

36.6 

30.6 

16.8 

12.8 

11.5 

11.0 

7.7 

7.5 

4.0 

3.1 

3.2 

9.1 

44.3 

61.8 

41.5 

31.5 

19.5 

9.8 

4.5 

9.7 

11.4 

16.0 

4.7 

1.7 

3.6 

8.1 

52.9 

71.1 

-

30.0 

29.1 

-

28.1 

19.6 

-

18.8 

11.2 

1.3 

2.5 

5.1 

44.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

テレビ・ラジオ

新聞

講演会・研修会

広報誌・パンフレット

人権フェスティバルなどのイベント

（※1） インターネットなど

（※2） 掲示物

雑誌・週刊誌

（※3） 映画・ＤＶＤ

（※4） 映画上映会・展示会

その他

特にない

わからない

（※5） 新聞・雑誌を利用した啓発広報

今回調査

前回調査

内閣府調査

 

※1 「インターネットなど」は、内閣府調査「インターネット・Ｅメール（メールマガジン等）を利用した啓発広報」との比較。 
※2 「掲示物（ポスターや電車バスの車体広告など）」は、内閣府調査「交通広告（電車やバス等の車内広告や車体広告、駅での 

広告等）」との比較。 
※3 「映画・ＤＶＤ」は、前回調査「映画・ビデオ」との比較。 
※4 「映画の上映会やパネルなどの展示会」は、内閣府調査「展示会（資料、写真等）」との比較。 

※5 今回調査及び前回調査「新聞」、「雑誌、週刊誌」を合計したものと、内閣府調査「新聞・雑誌を利用した啓発広報」との比較。 
＊ 内閣府調査の回答条件は【○はいくつでも】。 
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問 12-２ あなたは、人権を尊重する心や態度を育むためには、学校においてどのような教育を行ったらよいと思いま

すか。【○は３つまで】 

１. すべての児童・生徒が、「自分や他人の人権」について考えるような教育を進める 

２. すべての児童・生徒が自分を肯定的に認め、自信が持てるような教育を進める 

３. 「差別をすることは悪いことである」という意識を持たせる教育を進める 

４. 歴史的な経過や、差別の現状などが理解できるような教育を進める 

５. 障害のある人や高齢者などとのふれあいの場を多くし、交流体験を通じた教育を進める 

６. 人権問題の解決に向けて、主体的に行動ができるような教育を進める 

７. その他        ８. 特にない       ９. わからない 

 

図９ 人権を尊重する心や態度を育むための教育について（％） [過去の調査との比較] 
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※ 「すべての児童・生徒が、『自分や他人の人権』について考えるような教育を進める」と、前回調査「すべての児童・生徒が、

『自分の人権』について考えるような教育を進める」との比較。 
＊ 前回調査の回答条件は【２つまで○】。 
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問 12-３ あなたは、人権が尊重される社会を実現するために、今後特に、どのようなことが必要だと思いますか。 

【○は３つまで】 

１. 学校教育や社会教育を通じて、人権を尊重する教育活動を積極的に行う 

２. 行政が人権尊重の視点に立って、県民の人権意識の高揚に向けた啓発活動やさまざまな施策を積極的

に行う 

３. 行政が、県民や企業、事業所、ＮＰＯ等の団体による人権尊重に向けた取り組みを支援する 

４. 公務員など人権に関わりの深い職業に従事する人の人権意識を高める 

５. 県民自身の取り組みやボランティア活動を充実させる 

６. 人権が侵害された被害者のための人権相談や電話相談を充実する 

７. 人権が侵害された被害者の救済・支援を充実するための法整備を促進する 

８. その他        ９. 特にない        10. わからない 

 

図 10 人権尊重の社会実現のため必要なこと（％） [過去の調査との比較] 
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※1 「行政が人権尊重の視点に立って、県民の人権意識の高揚に向けた啓発活動やさまざまな施策を積極的に行う」は、前回調
査「行政が県民の人権意識の高揚に向けた啓発活動を積極的に行う」、「行政が人権尊重の視点に立ってさまざまな施策を
行う」を合計したものとの比較。 

※2 「行政が、県民や企業、事業所、ＮＰＯ等の団体による人権尊重に向けた取り組みを支援する」は、前回調査「行政が、企
業、事業所等における人権尊重に向けた取り組みを支援する」、「行政が、県民やＮＰＯ等の団体による人権尊重に向けた
取 り組みを支援する」を合計したものとの比較。 

※3 「県民自身の取り組みやボランティア活動を充実させる」は、前回調査「県民自らがボランティア活動などを通じて人権意
識を高める」との比較。 
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人権に関する国連などの取組 

年 国連等の取組 
昭和 20 年 1945 年 「国連憲章」及び「国際司法裁判所規程」、サンフランシスコで調印 

昭和 21 年 1946 年 国連人権委員会の設置 

昭和 23 年 1948 年 「集団殺害罪の防止及び処罰に関する条約」採択 

  「世界人権宣言」採択 

昭和 24 年 1949 年 「人身売買及び他人の売春からの搾取の禁止に関する条約」採択 

昭和 26 年 1951 年 「難民の地位に関する条約」採択 

昭和 27 年 1952 年 「婦人の参政権に関する条約」採択 

昭和 28 年 1953 年 「1926 年の奴隷条約を改正する議定書」及び「1926 年の奴隷条約の改正条約」採択 

昭和 29 年 1954 年 ｢無国籍者の地位に関する条約」採択 

昭和 31 年 1956 年 「奴隷制度、奴隷取引並びに奴隷制度に類似する制度及び慣行の廃止に関する補足条約」（奴

隷制度廃止補足条約）採択 

昭和 32 年 1957 年 ｢既婚婦人の国籍に関する条約」採択 

昭和 34 年 1959 年 ｢児童の権利に関する宣言」採択 

昭和 36 年 1961 年 「無国籍の削減に関する条約」採択 

昭和 40 年 1965 年 「あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約」（人種差別撤廃条約）採択 

昭和 41 年 1966 年 「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際条約（社会権規約/Ａ規約）」、「市民的及び政治

的権利に関する国際規約（自由権規約/Ｂ規約)｣及びその「選択議定書」採択 

昭和 42 年 1967 年 「難民の地位に関する議定書」採択 

昭和 43 年 1968 年 「戦争犯罪及び人道に対する罪に対する時効不適用に関する条約」採択 

昭和 48 年 1973 年 ｢アパルトヘイト犯罪の禁止及び処罰に関する国際条約」採択 

昭和 50 年 1975 年 「障害者の権利に関する宣言」採択 

昭和 54 年 1979 年 「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約」（女子差別撤廃条約）採択 

昭和 59 年 1984 年 ｢拷問及び他の残虐な、非人道的な又は品位を傷つける取り扱い又は刑罰に関する条約｣（拷問

等禁止条約）採択 

昭和 60 年 1985 年 「スポーツ分野における反アパルトヘイト国際条約」採択 

昭和 61 年 1986 年 「発展の権利に関する宣言」採択 

平成元年 1989 年 「児童に関する権利条約」（子どもの権利条約）採択 

  「市民的及び政治的権利に関する国際規約の第２選択議定書（死刑廃止）」採択 

平成２年 1990 年 「すべての移住労働者及びその家族の権利の保護に関する条約」採択 

平成５年 1993 年 国連人権高等弁務官の設置を決定（設置は平成６（1994）年） 

平成７年 1995 年 「人権教育のための国連１０年」スタート（～平成 16（2004）年 12 月 31 日） 

  「第４回世界女性会議」で「北京宣言及び行動綱領」採択 

平成 10 年 1998 年 「国際刑事裁判所に関するローマ規程」採択 

平成 11 年 1999 年 「最悪の形態の児童労働の禁止及び撤廃のための即時の行動に関する条約（1999 年の最悪の

形態の児童労働条約 182 号）採択 

  「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約の選択議定書」採択 

平成 12 年 2000 年 「武力の紛争における児童の関与に関する児童の権利に関する条約の選択議定書」及び「児童

の売買、児童売春及び児童ポルノに関する児童の権利に関する条約の選択議定書」採択 

平成 14 年 2002 年 「拷問及び他の残虐な、非人道的な又は品位を傷つける取扱い又は刑罰に関する条約の選択

議定書」採択 

平成 17 年 2005 年 「人権教育のための世界計画」の「第１フェーズ行動計画」スタート（～平成 21（2009）年） 

平成 18 年 2006 年 「人権理事会」設立決議を採択 

  「障害者の権利に関する条約」（障害者権利条約）及びその「選択議定書」採択 

  「強制失踪からのすべての者の保護に関する国際条約（強制失踪条約）」採択 

平成 19 年 2007 年 「先住民族の権利に関する国連宣言」採択 

平成 20 年 2008 年 「世界人権宣言」採択 60 周年 

平成 22 年 2010 年 「人権教育のための世界計画」の「第２フェーズ行動計画」スタート（～平成 26（2014）年） 

「ハンセン病差別撤廃決議」採択 

平成 23 年 2011 年 「ジェンダー平等と女性のエンパワーメントのための国連機関（略称：ＵＮ Ｗｏｍｅｎ）」活動開始 

「児童に関する権利条約（子どもの権利条約）の通報手続きに関する選択議定書」採択 

「人権教育および研修に関する宣言」採択 

 人人権権関関係係年年表表  
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主な国際年と国際の 10 年など 

年 国連等の取組 

昭和 34・35 年 1959・1960 年 世界難民年 

昭和 43 年 1968 年 国際人権年 

昭和 46 年 1971 年 人種差別と闘う国際年 

昭和 48～57 年 1973～1982年 人種主義及び人種差別と闘う 10 年 

昭和 50 年 1975 年 国際婦人年 

昭和 51～60 年 1976～1985年 国連婦人の 10 年 

昭和 53・54 年 1978・1979 年 国際反アパルトヘイト年 

昭和 54 年 1979 年 国際児童年 

昭和 56 年 1981 年 国際障害者年 

昭和 57 年 1982 年 南アフリカ制裁国際年 

昭和 58～平成４年 1983～1992年 第２次人種主義及び人種差別と闘う 10 年 

昭和 58～平成４年 1983～1992年 国連障害者の 10 年 

昭和 60 年 1985 年 国際青年年 

昭和 62 年 1987 年 家のない人々のための国際居住年 

平成２年 1990 年 国際識字年 

平成２～11 年 1990～1999年 国際防災の 10 年 

平成２～12 年 1990～2000年 植民地主義撤廃のための国際の 10 年 

平成５年 1993 年 世界の先住民の国際年 

平成５～14 年 1993～2002年 アジア太平洋障害者の 10 年 

平成５～15 年 1993～2003年 第３次人種主義及び人種差別と闘う 10 年 

平成６～16 年 1994～2004年 世界の先住民の国際の 10 年 

平成７～16 年 1995～2004年 人権教育のための国連 10 年 

平成８年 1996 年 貧困撲滅のための国際年 

平成９～18 年 1997～2006年 貧困撲滅のための国連の 10 年 

平成 11 年 1999 年 国際高齢者年 

平成 13 年 2001 年 人種主義、人種差別、排外主義、不寛容に反対する動員の国際年 

平成 13～22 年 2001～2010年 第２次植民地主義撤廃のための国際の 10 年 

平成 13～22 年 2001～2010年 世界の子どもたちのための平和の文化と非暴力のための国際の 10 年 

平成 15～24 年 2003～2012年 国連識字の 10 年：すべての人に教育を 

平成 15～24 年 2003～2012年 第２次アジア太平洋障害者の 10 年 

平成 16 年 2004 年 奴隷制との闘争とその廃止を記念する国際年 

平成 17～21 年 2005～2009年 「人権教育のための世界計画」の「第１フェーズ行動計画」 

平成 17～26 年 2005～2014年 国連持続可能な開発のための教育の 10 年 

平成 17～26 年 2005～2014年 第２次世界の先住民の国際の 10 年 

平成 20 年 2008 年 国際言語年 

平成 21 年 2009 年 国際和解年 

平成 22 年 2010 年 文化の和解のための国際年 

平成 22～26 年 2010～2014年 「人権教育のための世界計画」の「第２フェーズ行動計画」 

平成 23 年 2011 年 アフリカ系の人々のための国際年 

平成 25～34 年 2013～2022年 第３次アジア太平洋障害者の 10 年 
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人権全般に関する国内の動き 

年 国内 県内 

昭和 21 年 1946 年  「日本国憲法」公布（法の下の平等） 
 ※昭和 22（1947）年施行 

 

平成７年 1995年 「人権教育のための国連 10 年推進本部」設置  

平成８年 1996年 「『人権教育のための国連 10 年』に関する国内

行動計画（中間まとめ）」公表 

 

平成９年 1997年 「人権擁護施策推進法」施行 

「『人権教育のための国連 10 年』に関する国内

行動計画」策定 

 

平成10年 1998年  「『人権教育のための国連 10 年』高知県

行動計画」策定協議会発足 

「高知県人権尊重の社会づくり条例」施行 

「『人権教育のための国連 10 年』高知県

行動計画」策定 

「国連人権教育高知県推進委員会」発足 

平成11年 1999年 「人権擁護推進審議会」答申（人権尊重の理念

に関する国民相互の理解を深めるための教育

及び啓発に関する施策の総合的な推進に関

する基本的事項について） 

「高知県人権尊重の社会づくり協議会」 

発足 

平成12年 2000年 「人権教育及び人権啓発の推進に関する法

律」（人権教育・啓発推進法）施行 

「高知県人権施策基本方針」策定 

平成13年 2001年 「人権擁護推進審議会」答申（人権救済制度の

在り方について） 

 

平成14年 2002年 「人権教育・啓発に関する基本計画」策定 「高知県人権教育基本方針」策定 

平成15年 2003年  「高知県人権教育推進プラン 人権教育

のすすめ」策定 

平成16年 2004年 「人権教育の指導方法等の在り方について[第

一次とりまとめ]」報告 

 

平成17年 2005年  「高知県人権教育推進プラン 人権教育

のすすめ」改訂 

平成18年 2006年 「人権教育の指導方法等の在り方について[第

二次とりまとめ]」報告 

 

平成19年 200７年   「高知県人権教育推進プラン 人権教育

のすすめ」改訂 

平成20年 2008年 「人権教育の指導方法等の在り方について[第

三次とりまとめ]」報告 

 

平成23年 2011年 「人権教育・啓発に関する基本計画の一部変

更について」（閣議決定）※「北朝鮮当局による

拉致問題等」を追加 

 

平成26年 2014年  「高知県人権施策基本方針 ―第１次改

定版― 」策定 
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「同和問題」に関する国内の動き 

年 国内 県内 

昭和40年 1965年 同和対策審議会答申  

昭和43年 1968年  「高知県同和教育の基本方針」策定 

昭和44年 1969年 「同和対策事業特別措置法」（同対法） 

施行（～昭和 54（1979）年３月 31 日） 

 

昭和45年 1970年  高知県同和対策審議会本答申 

昭和53年 1978年   「高知県同和対策審議会による意見書」（高知

県同和対策事業の推進に関する意見につい

て） 

昭和54年 1979年 「同和対策事業特別措置法の一部を改正

する法律」（同対法）施行 

（～昭和 57（1982）年３月 31 日） 

 

昭和55年 1980年   高知県同和対策審議会答申（本県の今後にお

ける同和行政の基本的な推進方策） 

昭和57年 1982年 ｢地域改善対策特別措置法」（地対法）施

行（～昭和 62（1987）年３月 31 日） 

 

昭和59年 1984年 地域改善対策協議会意見具申（今後に

おける啓発活動のあり方について） 

 

昭和61年 1986年 地域改善対策協議会意見具申（今後に

おける地域改善対策について） 

「今後の地域改善対策に関する大綱」 

高知県同和対策審議会答申（地域改善対策特

別措置法の失効を目前にひかえ当面する緊急

課題への対策について） 

昭和62年 1987年 「地域改善対策啓発指導指針」策定 

「地域改善対策特定事業に係る国の財政

上の特別措置に関する法律」（地対財特

法）施行（～平成４（1992）年３月 31 日） 

 

昭和63年 1988年  高知県同和対策審議会答申（同和問題の早期

解決のための今後の課題及びその対策につい

て） 

平成３年 1991年 地域改善対策協議会意見具申（今後の

地域改善対策について） 

「今後の地域改善対策に関する大綱」 

 

平成４年 1992年 「地域改善対策特定事業に係る国の財政

上の特別措置に関する法律の一部を改

正する法律」（地対財特法）施行 

（～平成９（1997）年３月 31 日） 

 

平成７年 1995年  高知県同和対策審議会に対し、知事が諮問

（「地域改善対策特定事業に係る国の財政上

の特別措置に関する法律」失効後の同和対策

のあり方について） 

「高知県議会における人権宣言に関する決議」 

平成８年 1996年 地域改善対策協議会意見具申（同和問

題の早期解決に向けた今後の方策の基

本的な在り方について） 

「同和問題の早期解決に向けた今後の方

策について」（閣議決定） 

高知県同和対策審議会答申（「地域改善対策

特定事業に係る国の財政上の特別措置に関

する法律」失効後の同和対策のあり方につい

て） 

 

平成９年 1997年 「地域改善対策特定事業に係る国の財政

上の特別措置に関する法律の一部を改

正する法律」（地対財特法）施行 

（～平成 14（2002）年３月 31 日） 

 



- 159 - 

 

「女性」の人権に関する国内外の動き 

年 国連等 国内 県内 

昭和 20 年 1945 年   「衆議院議員選挙法」改正公布（婦人
参政権確立） 

  

昭和 21 年 1946 年  「国際婦人の地位委員会」
設置 

「日本国憲法」公布（男女平等を明文
化） ※昭和 22（1947）年施行 
日本初の婦人（女性）参政権行使 

  

昭和 23 年 1948 年 「世界人権宣言」採択     

昭和 24 年 1949 年 「人身売買及び他人の売春
からの搾取の禁止に関する
条約」採択 

    

昭和 28 年 1953 年 「婦人の参政権に関する条
約」採択 

    

昭和 31 年 1956 年  「売春防止法」公布 
※昭和 32（1957）年一部施行 
※昭和 33（1958）年完全施行 

 

昭和 32 年 1957 年 ｢既婚婦人の国籍に関する条
例」採択 

    

昭和 42 年 1967 年 「婦人に対する差別撤廃宣
言」採択 

  

昭和 50 年 1975 年 国際婦人年 「国際婦人年にあたり婦人の社会的地
位向上をはかる決議」採択 

初の女性県議会議員誕生 

昭和 51 年 1976 年 国際婦人の 10 年 
（～昭和 60（1985）年） 

  「婦人問題推進本部」設置 

昭和 52 年 1977 年   「国内行動計画」策定 「婦人問題懇話会」設置 

昭和 54 年 1979 年 「女子に対するあらゆる形態
の差別の撤廃に関する条約
（女子差別撤廃条約）」採択 

  懇話会から「高知県婦人の
発展と平等をめざして」を
知事に提言 

昭和 55 年 1980 年  「国連婦人の 10 年」中間年
世界会議 
「国連婦人の 10 年後半期行
動プログラム」採択 

  「高知県婦人行動計画」 
策定 

昭和 56 年 1981 年 「女子差別撤廃条約」発効 
「ＩＬＯ第 156 号条約」（家族的
責任条約）採択 

「国内行動計画後期重点目標」策定 「女子差別撤廃条約」の早
期批准に関する要望を国
に提出 

昭和 60 年 1985 年 「国連婦人の 10 年」のナイロ
ビ世界会議 
（西暦 2000 年に向けての）
「婦人の地位向上のためのナ
イロビ将来戦略」採択 

「雇用の分野における男女の均等な機
会及び待遇の確保等に関する法律」
（男女雇用機会均等法）公布 
※昭和 61（1986）年施行 
「女子差別撤廃条約」批准 

 

昭和 62 年 1987 年  「西暦 2000 年に向けての新国内行動
計画」策定 

 

平成２年 1990 年 ナイロビ将来戦略見直し勧告   「こうち女性プラン」策定 

平成３年 1991 年  「新国内行動計画」（第一次改定）策定 
「育児休業、介護休業等育児又は家族
介護を行う労働者の福祉に関する法
律」（育児・介護休業法）公布 
※平成７（1995）年完全施行 

 

平成４年 1992 年  介護休業制度等に関するガイドライン
の策定 

 

平成５年 1993 年 「女性に対する暴力の撤廃に
関する宣言」採択 

  

平成６年 1994 年 「アジア・太平洋における女性
の地位向上のためのジャカル
タ宣言」採択 

内閣府に「男女共同参画推進本部」 
設置 
総理府に「男女共同参画室、男女共同
参画審議会」設置（政令） 

 

平成７年 1995 年 「第４回世界女性会議」で「北
京宣言及び行動綱領」採択 

「ＩＬＯ第 156 号条約」（家族的責任条
約）批准 
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年 国連等 国内 県内 

平成８年 1996 年  「男女共同参画 2000 年プラン」策定  

平成９年 1997 年  「男女共同参画審議会」設置（法律） 
「労働基準法」改正（女子保護規定撤廃） 
「男女雇用機会均等法」改正（女子差別
禁止、セクハラ防止義務） 
※平成 11（1999）年施行 
「育児・介護休業法」改正 
※平成 11（1999）年施行 

 

平成 11年 1999 年 「女子に対するあらゆ
る形態の差別の撤廃
に関する条約の選択
議定書」採択 

「男女共同参画社会基本法」施行 「こうち女性総合センター『ソー
レ』」開館 

平成 12年 2000 年 国連特別総会「女性
2000 年会議」開催 

「男女共同参画基本計画」（閣議決定）  

平成 13年 2001 年   内閣府に「男女共同参画局」設置 
「男女共同参画会議」設置 
「配偶者からの暴力の防止及び被害者
の保護に関する法律」（ＤＶ防止法）施行 
「育児・介護休業法」改正 
※平成 14（2002）年施行 

初の女性副知事就任 
「こうち男女共同参画プラン」策定 

平成 14年 2002 年     「男女共同参画室」設置 

平成 15年 2003 年     「高知県男女共同参画社会づくり
条例」制定 

平成 16年 2004 年  「ＤＶ防止法」改正 
「育児・介護休業法」改正 
※平成 17（2005）年施行 

「男女共同参画苦情調整委員」 
設置 
「こうち女性総合センター」を「こう
ち男女共同参画センター」に改称 

平成 17年 2005 年   「男女共同参画基本計画」（第２次）（閣
議決定） 
「女性の再チャレンジ支援プラン」策定 

「こうち男女共同参画プラン」改定 

平成 18年 2006 年   「男女雇用機会均等法」改正（間接差別
禁止、男性を含むセクハラ禁止） 
※平成 19（2007）年施行 
「女性の再チャレンジ支援プラン」改定  

 

平成 19年 2007 年   「ＤＶ防止法」改正 
※平成 20（2008）年施行 

「高知県ＤＶ被害者支援計画」 
策定 

平成 20年 2008 年  「女性の参画加速プログラム」（男女共同
参画推進本部決定） 

「女性相談支援センター」新築 
移転 

平成 21年 2009 年  「育児・介護休業法」改正 
※平成 22（2010）年施行 
※平成 24（2012）年完全施行 

 

平成 22年 2010 年   「男女共同参画基本計画」（第３次）（閣
議決定） 

 

平成 23年 2011 年 「ジェンダー平等と女
性のエンパワーメント
のための国連機関（略
称：ＵＮ Ｗｏｍｅｎ）」
活動開始 

  「こうち男女共同参画プラン」改定 

平成 24年 2012 年   「第２次高知県ＤＶ被害者支援計
画」策定 

平成 25年 2013 年  「ＤＶ防止法」を改正し、法律名を「配偶
者からの暴力の防止及び被害者の保護
等に関する法律」に改称 
※平成 26（2014）年施行 
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「子ども」の人権に関する国内外の動き 

年 国連等 国内 県内 

昭和 22 年 1947 年   「児童福祉法」公布 
※昭和 23（1948）年施行 

  

昭和 23 年 1948 年 「世界人権宣言」採択     
昭和 26 年 1951 年   「児童憲章」制定   
昭和 34 年 1959 年 ｢児童の権利に関する宣言」

（子どもの権利宣言）採択 
    

昭和 53 年 1978 年   「高知県青少年保護育成条
例」施行 

平成元年 1989 年 「児童の権利に関する条約」
（子どもの権利条約）」採択 

    

平成６年 1994 年   「児童の権利の関する条約」（子ども
の権利条約）批准 
「エンゼルプラン」策定 

 

平成 10 年 1998 年     「高知県エンゼルプラン」策定 

平成 11 年 1999 年 「最悪の形態の児童労働の禁
止及び撤廃のための即時の
行動に関する条約(1999 年の
最悪の形態の児童労働条約
182 号)」採択 

「児童買春、児童ポルノに係る行為等
の処罰及び児童の保護等に関する
法律」（児童買春・児童ポルノ禁止
法）施行 
「新エンゼルプラン」策定 

 

平成 12 年 2000 年 「武力紛争における児童の関与

に関する児童の権利に関する条

約の選択議定書」及び「児童の

売買、児童買春及び児童ポルノ

に関する児童の権利に関する条

約の選択議定書」採択 

「児童虐待の防止等に関する法律」
（児童虐待防止法）施行 
「少年法」改正 

 

平成 14 年 2002 年   「新子どもプラン」策定 

 

平成 15 年 2003 年  「インターネット異性紹介事業を利用し

て児童を誘引する行為の規制等に関す

る法律」（出会い系サイト規制法）施行 

「次世代育成支援対策推進法」施行 

 

平成 16 年 2004 年  「児童虐待防止法」改正 
「子ども・子育て応援プラン」策定 

「高知県こども条例」制定 

平成 17 年 2005 年     「こうちこどもプラン（高知県
次世代育成支援行動計画・
前期計画）」策定 

平成 18 年 2006 年   新「教育基本法」制定  
平成 19 年 2007 年   「少年法」改正 

「児童虐待防止法」改正 
※平成 20（2008）年施行 

「高知県こどもの環境づくり
推進計画」策定 

平成 20 年 2008 年   「出会い系サイト規制法」改正  
平成 21 年 2009 年  「青少年が安全に安心してインターネ

ットを利用できる環境の整備等に関
する法律」（青少年インターネット環境
整備法）施行 

 

平成 22 年 2010 年   「子ども・子育てビジョン」策定 「こうちこどもプラン（高知県
次世代育成支援行動計画・
後期計画）」策定 

平成 23 年 2011 年 「子どもの権利条約の通報手
続に関する選択議定書」採択 

「インターネット異性紹介事業を利用し

て児童を誘引する行為の規制等に関す

る法律」（出会い系サイト規制法）改正 

 

平成 24 年 2012 年   「高知県こどもの環境づくり
推進計画（第二期）」策定 
「高知県こども条例」を全部
改正 

平成 25 年 2013 年   「体罰禁止の徹底及び体罰に係る実態把

握について（依頼）」 

「体罰の禁止及び児童生徒理解に基づく

指導の徹底について（通知）」 

「運動部活動での指導のガイドライン」策定 

「いじめ防止対策推進法」施行 

「高知県子ども条例」施行 
「高知家の子ども見守りプラ
ン～少年非行の防止に向け
た抜本強化策～」策定 
「高知県子どもの環境づくり
推進計画（第三期）」策定 

平成 26 年 2014 年   「高知県いじめ防止基本方
針」策定 
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「高齢者」の人権に関する国内外の動き 

年 国連等 国内 県内 

昭和 38 年 1963 年  「老人福祉法」施行  

昭和 57 年 1982 年 「高齢者問題

国際行動計

画」採択 

    

平成元年 1989 年   「高齢者保健福祉推進10カ年戦略」（ゴールド

プラン）策定 

 

平成３年 1991 年 「高齢者のた

めの国連原

則」採択 

   

平成６年 1994 年   「新高齢者保健福祉推進 10 カ年戦略」（新ゴ

ールドプラン）策定 

「高齢者、身体障害者が円滑に利用できる特

定建築物の建築の促進に関する法律」（ハート

ビル法）」施行 

 

平成７年 1995 年   「高齢社会対策基本法」施行  

平成８年 1996 年  「高齢社会対策の大綱について」（閣議決定）  

平成９年 1997 年  「介護保険法」公布 

※平成 10（1998）年一部施行 

※平成 12（2000）年完全施行 

 

平成 10 年 1998 年   「高齢者等の雇用の安定等に関する法律」（高

齢者雇用安定法）施行 

 

平成 11 年 1999 年    「今後５か年間の高齢者保健福祉政策の方

向～ゴールドプラン 21～」策定 

「高知県長寿憲章」制定 

平成 12 年 2000 年   「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利

用した移動等の円滑化の促進に関する法律」

（交通バリアフリー法）」施行 

「介護保険制度」導入 

「成年後見制度」開始 

「高知県高齢者保健福祉計画・ 

第１期介護保険事業支援計画」策定 

平成 13 年 2001 年   「高齢者の居住の安定確保に関する法律」 

施行 

「高齢社会対策大綱」（閣議決定） 

「高知県身体拘束廃止推進会議」 

設置 

平成 15 年 2003 年     「高知県高齢者保健福祉計画・ 

第２期介護保険事業支援計画」策定 

平成 17 年 2005 年  「介護保険法」改正 

「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対す

る支援等に関する法律」（高齢者虐待防止法）

制定 ※平成 18（2006）年施行 

 

平成 18 年 2006 年   「高齢者雇用安定法」一部改正 

「交通バリアフリー法」と「ハートビル法」を統合

した「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律」（バリアフリー新法）施行 

「高知県高齢者保健福祉計画・ 

第３期介護保険事業支援計画」策定 

平成 20 年 2008 年  「介護保険法」改正  

平成 21 年 2009 年     「高知県高齢者保健福祉計画・ 

第４期介護保険事業支援計画」策定 

平成 23 年 2010 年   「高知県高齢者及び障害者権利擁

護連携会議」設置 

平成 24 年 2012 年  「高齢社会対策大綱」（閣議決定） 

「介護保険法」改正 

「高知県高齢者保健福祉計画・ 

第５期介護保険事業支援計画」策定 
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「障害者」の人権に関する国内外の動き 

年 国連等 国内 県内 
昭和 35 年 1960 年   「身体障害者雇用促進法」施行   

昭和 45 年 1970 年   「心身障害者対策基本法」施行   

昭和 50 年 1975 年 「障害者の権利に

関する宣言」採択 

    

昭和 56 年 1981 年 「国際障害者年」     

昭和 57 年 1982 年 「障害者に関する世

界行動計画」採択  

「障害者対策に関する長期計画」策定 「障害者対策に関する長期計画」

策定 

昭和 58 年 1983 年 「国連障害者の 10

年」スタート 

  

昭和 62 年 1987 年   「身体障害者雇用促進法」を「障害者の

雇用の促進等に関する法律」（障害者雇

用促進法）に改正 

  

平成４年 1992 年  「障害者対策に関する新長期計画」策定  

平成５年 1993 年 「アジア太平洋障害

者の 10 年」スタート 

「障害者基本法」施行 

「障害者対策に関する新長期計画」を

「障害者基本計画」と位置づける 

「高知県障害者福祉に関する新長

期計画」策定 

 

平成６年 1994 年   「高齢者、身体障害者が円滑に利用でき

る特定建築物の建築の促進に関する法

律」（ハートビル法）施行 

 

平成７年 1995 年   「障害者プラン」策定  

平成９年 1997 年     「高知県ひとにやさしいまちづくり条

例」制定 

平成 11 年 1999 年   「精神薄弱の用語の整理のための関係

法律の一部を改正する法律」施行 

 

平成 12 年 2000 年  「高齢者、身体障害者等の公共交通機

関を利用した移動の円滑化の促進に関

する法律」（交通バリアフリー法）施行 

 

平成 14 年 2002 年   「身体障害者補助犬法」施行 「第２回全国障害者スポーツ大会」

（よさこいピック高知）開催 

平成 15 年 2003 年 「第２次アジア太平

洋障害者の 10 年」

スタート 

「第２次障害者基本計画」策定 

「重点施策実施５か年計画（前期）」策定 

 

平成 16 年 2004 年   「障害者基本法」改正 「高知県障害者計画」策定 

平成 17 年 2005 年   「発達障害者支援法」施行  

平成 18 年 2006 年 「障害者の権利に関

する条約」（障害者

権利条約）及びその

「選択議定書」採択 

「障害者自立支援法」施行 

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律」（バリアフリー新法）

施行 

 

平成 19 年 2007 年   「障害者雇用促進法」改正 「第１期高知県障害福祉計画」策定 

平成 21 年 2009 年   「障がい者制度改革推進本部」設置 「第２期高知県障害福祉計画」策定 

平成 22 年 2010 年   「障害者自立支援法」改正  

平成 23 年 2011 年   「障害者雇用促進法」改正 

「身体障害者補助犬法」改正 

「障害者基本法」改正 

「障害者虐待の防止、障害者の養護者に

対する支援等に関する法律」（障害者虐

待防止法）公布※平成 24（2012）年施行 

「高知県高齢者及び障害者権利擁

護連携会議」設置 

平成 24 年 2012 年   「障害者自立支援法」を「障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律」（障害者総合支援法）に改

正 ※平成 25（2013）年施行 

「第３期高知県障害福祉計画」策定 

平成 25 年 2013 年   「障害者基本法」改正 

「障害者雇用促進法」改正 

「障害を理由とする差別の解消の推進に関

する法律」公布  

※平成 28（2016）年施行予定 

「第３次障害者基本計画」策定 

「障害者の権利に関する条約」批准に向け

た国会承認 

「高知県障害者計画」策定 
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「エイズ患者・ＨＩＶ感染者等」の人権に関する国内外の動き 

年 国連等 国内 

昭和 56 年 1981 年 米国で初の症例報告 

※（昭和57（1982）年にアメリカ国立防疫センターが「ＡＩ

ＤＳ（後天性免疫不全症候群）」と命名（定義成立） 

  

昭和 60 年 1985 年   国内最初のエイズ患者認定 

昭和 63 年 1988 年 ＷＨＯ「世界エイズデー」提唱 

※毎年 12 月１日 

「後天性免疫不全症候群の予防に関する法

律」（エイズ予防法）公布 

※平成元（1989）年施行 

平成元年 1989 年  ＨＩＶ薬害訴訟提訴 

平成４年 1992 年   厚生省「エイズストップ作戦本部」設置 

平成５年 1993 年   （財）エイズ予防財団内に「日本エイズストッ

プ基金」設置 

平成８年 1996 年 「ＨＩＶ及びエイズと人権に関するガイドライン」（国連高

等弁務官事務所と国連エイズ合同計画）【第２回ＨＩＶ

及びＡＩＤＳと人権に関する国際専門家会議】 

国連エイズプログラム（ＵＮＡＩＤＳ）発足 

※世界推定患者数 840 万人（ＷＨＯ） 

ＨＩＶ薬害訴訟和解 

平成 10 年 1998 年  ＨＩＶ感染者を「免疫機能障害」の身体障害

者として認定 

「感染症の予防及び感染症の患者に対する

医療に関する法律」公布 

※平成 11（1999）年施行 

平成 11 年 1999 年   「後天性免疫不全症候群に関する特定感

染症予防指針」（エイズ予防指針）公表 

「後天性免疫不全症候群の予防に関する法

律」（エイズ予防法）廃止 

平成 12 年 2000 年 九州・沖縄サミット「ＨＩＶ・エイズ、結核等の感染症問題

の取組強化」合意 

  

平成 14 年 2002 年 「世界エイズ・結核・マラリア基金」発足   

平成 18 年 2006 年   「エイズ予防指針」改定 

平成 24 年 2012 年  「エイズ予防指針」改定 

 

 

「ハンセン病元患者」の人権に関する国内外の動き 

年 国連等 国内 

明治 40 年 1907 年   「癩予防ニ関スル件」制定 

※浮浪患者を対象とした隔離政策開始 

昭和５年 1930 年  最初の国立療養所として、「国立長島愛生園」開園 

昭和６年 1931 年   「癩予防法」制定 

※全ての患者を対象とする「絶対隔離」施策開始 

昭和 23 年 1948 年  「優生保護法」により、ハンセン病患者の断種・妊娠中絶合法化 

昭和 28 年 1953 年  「癩予防法」を一部改正した、「らい予防法」制定 

平成８年 1996 年   「らい予防法」を廃止する、「らい予防法の廃止に関する法律」施行 

平成 13 年 2001 年   「ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律」

施行 

平成 18 年 2006 年   「ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律」

改正 

平成 20 年 2008 年 第８回人権理事会「ハンセ

ン病差別撤廃」決議 

「ハンセン病問題の解決の促進に関する法律」（ハンセン病問題基本

法）公布 ※平成 21（2009）年施行 

平成 22 年 2010 年 第 15 回人権理事会「ハン

セン病差別撤廃」決議 
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「外国人」の人権に関する国内外の動き 

年 国連等 国内 県内 

昭和 26 年 1951 年  「出入国管理及び難民認定法」施行  

昭和 27 年 1952 年  「サンフランシスコ平和条約の発効に伴う

朝鮮人台湾人等に関する国籍及び戸籍

事務処理について」策定 

「外国人登録法」施行 

「ポツダム宣言の受諾に伴い発する命令

に関する件に基づく外務省関係諸命令

の措置に関する法律」施行 

 

昭和 40 年 1965 年 「あらゆる形態の人種差別の撤

廃に関する国際条約」（人種差

別撤廃条約）採択 

「日本国に居住する大韓民国国民の法

的地位及び待遇に関する日本国と大韓

民国との間の協定の実施に伴う出入国

管理特別法」（入管特別法）公布 

※昭和 41（1966）年施行 

 

昭和 50 年 1975 年 「劣悪な条件の下にある移住

並びに移民労働者の機会及び

待遇の均等の促進に関する条

約と勧告」（ＩＬＯ） 

  

平成２年 1990 年 「すべての移住労働者及びそ

の家族の権利の保護に関する

条約」採択 

 「高知県国際交流推進

基本構想」策定 

「（財）高知県国際交流

協会」設立 

平成３年 1991 年  「日本国との平和条約に基づき日本の国

籍を離脱した者等の出入国管理に関す

る特例法」施行 

 

平成７年 1995 年   「あらゆる形態の人種差別の撤廃に関す

る国際条約」（人種差別撤廃条約）批准 

「高知県国際交流推進

ビジョン」策定 

平成９年 1997 年   「国際協力プラン２１・高

知」策定 

平成 11 年 1999 年  「出入国管理及び難民認定法」改正 

「外国人登録法」改正 

 

平成 18 年 2006 年   「地域における多文化共生推進プラン」

策定 

 

平成 21 年 2009 年  「出入国管理及び難民認定法及び日本

国との平和条約に基づき日本の国籍を

離脱した者等の出入国管理に関する特

例法の一部を改正する等の法律」公布 

※平成 22（2010）年一部施行 

 

平成 22 年 2010 年   「（公財）高知県国際交

流協会」へ移行 

平成 24 年 2012 年  「外国人登録法」廃止  
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「犯罪被害者」の人権に関する国内外の動き 

年 国連等 国内 

昭和 55 年 1980 年   「犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律」

（犯罪被害者等給付金支給法）公布 

※昭和 56（1981）年施行 

昭和 56 年 1981 年   「財団法人犯罪被害救援基金」設立 

昭和 60 年 1985 年 「犯罪及び権力濫用の

被害者のための司法

の基本原則宣言」採択 

  

平成 8 年 1996 年   「被害者対策要綱」制定（警察庁） 

平成 10 年 1998 年   ｢全国被害者支援ネットワーク｣設立 

平成 12 年 2000 年   ｢刑事訴訟法及び検察審査会法の一部を改正する法律｣及び｢犯罪被害者

等の保護を図るための刑事手続に付随する措置に関する法律｣（犯罪被害

者保護法）施行 

平成 13 年 2001 年   「犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律」

を「犯罪被害者等給付金の支給等に関する法律」（犯罪被害者等給付金支

給法）に改正 

平成 16 年 2004 年   「犯罪被害者等基本法」公布 ※平成 17（2005）年施行 

平成 17 年 2005 年   「犯罪被害者等基本計画」策定 

平成 18 年 2006 年   「犯罪被害給付制度」改正 

平成 19 年 2007 年   「更生保護法」公布 ※平成 20（2008）年施行 

「犯罪被害者等の権利利益の保護を図るための刑事訴訟法等の一部を改

正する法律」公布・一部施行 

平成 20 年 2008 年   「犯罪被害者等給付金の支給等に関する法律」（犯罪被害者等給付金支給

法）を「犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する

法律」（犯罪被害者等給付金支給法）に改正 

｢被害者参加制度｣、｢被害者参加人のための国選弁護制度｣、｢損害賠償命

令制度｣開始 

平成 21 年 2009 年   ｢裁判員制度｣開始 

平成 23 年 2011 年   ｢第２次犯罪被害者等基本計画」策定 

｢犯罪被害者支援要綱｣制定（警察庁) 

 

 

「インターネットによる人権侵害」に関する国内の動き 

年 国内 

平成 12 年 2000 年 「不正アクセス行為の禁止に関する法律」（不正アクセス禁止法）施行 

平成 14 年 2002 年 「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律」（プロバイ

ダ責任制限法）施行 

プロバイダ責任制限法ガイドライン等検討協議会 「名誉毀損・プライバシー関係ガイドライン」公表 

平成 15 年 2003 年 「個人情報の保護に関する法律」（個人情報保護法）公布・一部施行 

平成 16 年 2004 年 「名誉毀損・プライバシー関係ガイドライン」一部改訂 

平成 17 年 2005 年 「個人情報の保護に関する法律」（個人情報保護法）全面施行 

平成 19 年 2007 年 プロバイダ責任制限法ガイドライン等検討協議会 「発信者情報開示関係ガイドライン」公表 

平成 20 年 2008 年 「インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律」（出会い系サイ

ト規制法）改正 

平成 21 年 2009 年 「青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律」（青少年インター

ネット環境整備法）施行 
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「災害と人権」に関する国内の動き 

年 国連等 国内 県内 
昭和 36 年 1961 年  「災害対策基本法」公布 

※昭和 37（1962）年施行 

 

昭和 53 年 1978 年  「大規模地震対策特別措置法」施行  

昭和 55 年 1980 年  「地震防災対策強化地域における地

震対策緊急整備事業に係る国の財政

上の特別措置に関する法律」施行 

 

平成２年 1990 年 国際防災

の 10 年 

スタート 

  

平成７年 1995 年  「地震防災対策特別措置法」施行  

平成 11 年 1999 年 「国際防

災戦略」 

採択 

  

平成 14 年 2002 年  「東南海・南海地震に係る地震防災対

策の推進に関する特別措置法」公布 

※平成 15（2003）年施行 

 

平成 17 年 2005 年  「防災基本計画」改正 

「男女共同参画基本計画」（第２次）

（閣議決定） 

 

平成 20 年 2008 年   「高知県南海地震による災害に強い地域

社会づくり条例」制定 

平成 21 年 2009 年   「南海トラフ地震対策行動計画」策定 

平成 22 年 2010 年  「男女共同参画基本計画」（第３次）

（閣議決定） 

  

平成 23 年 2011 年  「防災基本計画」修正   

平成 24 年 2012 年  「防災基本計画」修正 

「災害対策基本法」改正 

「高知県地域防災計画」の「一般対策編」・

「火災及び事故災害対策編」修正 

「第２期 日本一の健康長寿県構想」策定 

平成 25 年 2013 年  「男女共同参画の視点からの防災・復

興の取組指針」策定 

「災害対策基本法」改正 

「避難行動要支援者の避難行動支援

に関する取組指針」策定 

「南海トラフ地震に係る地震防災対

策の推進に関する特別措置法」施行 

「南海トラフ地震対策行動計画 第２期

計画」策定 

 

平成 26 年 2014 年   「高知県災害時における要配慮者の避難

支援ガイドライン」策定 

「高知県南海地震による災害に強い地域

社会づくり条例」改正 

「高知県地域防災計画」の「震災対策編」

修正 
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「その他の人権課題」に関する国内外の動き 

年 国連等 国内 
平成９年 1997 年  「アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統等に関する知識の普及及び

啓発に関する法律」（アイヌ文化振興法）施行 

平成 14 年 2002 年  「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」施行 

平成 15 年 2003 年  「ホームレスの自立の支援等に関する基本方針」策定 

「北朝鮮当局によって拉致された被害者等の支援に関する法律」 

施行 

「性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関する法律」公布 

※平成 16（2004）年施行 

平成 16 年 2004 年  「人身取引対策行動計画」策定 

平成 17 年 2005 年 「北朝鮮人権状況」決議、採択  

平成 18 年 2006 年 「強制失踪からのすべての者

の保護に関する国際条約」（強

制失踪条約）採択 

「拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵害問題への対処に関す

る法律」（北朝鮮人権法）公布 ※平成 19（2007）年施行 

平成 19 年 2007 年 「先住民族の権利に関する国

際連合宣言」採択 

  

平成 20 年 2008 年  「ホームレスの自立の支援等に関する基本方針」見直し 

「性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関する法律」改正 

「アイヌ民族を先住民族とすることを求める決議」衆参両院で採択 

平成 21 年 2009 年  「人身取引対策行動計画 2009」策定 

平成 23 年 2011 年  「人権教育・啓発に関する基本計画の一部変更について」（閣議決

定）※「北朝鮮当局による拉致問題等」を追加 

平成 25 年 2013 年  「ホームレスの自立の支援等に関する基本方針」策定（新規） 
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 ※前文の改行等については、外務省の公表資料に準じた表記にしています。 

昭和23（1948）年12月10日 

第３回国際連合総会採択 

前文 

人類社会のすべての構成員の固有の尊厳と平等で譲ることのできない権利とを承認することは、世界

における自由、正義及び平和の基礎であるので、 

人権の無視及び軽侮が、人類の良心を踏みにじった野蛮行為をもたらし、言論及び信仰の自由が受け

られ、恐怖及び欠乏のない世界の到来が、一般の人々の最高の願望として宣言されたので、 

人間が専制と圧迫とに対する最後の手段として反逆に訴えることがないようにするためには、法の支

配によって人権保護することが肝要であるので、 

諸国間の友好関係の発展を促進することが、肝要であるので、 

国際連合の諸国民は、国際連合憲章において、基本的人権、人間の尊厳及び価値並びに男女の同権に

ついての信念を再確認し、かつ、一層大きな自由のうちで社会的進歩と生活水準の向上とを促進するこ

とを決意したので、 

加盟国は、国際連合と協力して、人権及び基本的自由の普遍的な尊重及び遵守の促進を達成すること

を誓約したので、 

これらの権利及び自由に対する共通の理解は、この誓約を完全にするためにもっとも重要であるので、 

よって、ここに、国際連合総会は、 

社会の各個人及び各機関が、この世界人権宣言を常に念頭に置きながら、加盟国自身の人民の間にも、

また、加盟国の管轄下にある地域の人民の間にも、これらの権利と自由との尊重を指導及び教育によっ

て促進すること並びにそれらの普遍的かつ効果的な承認と遵守とを国内的及び国際的な漸進的措置によ

って確保することに努力するように、すべての人民とすべての国とが達成すべき共通の基準として、こ

の世界人権宣言を公布する。 

 

第１条 

すべての人間は、生れながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利とについて平等である。人間は、

理性と良心とを授けられており、互いに同胞の精神をもって行動しなければならない。 

第２条 

１ すべて人は、人種、皮膚の色、性、言語、宗教、政治上その他の意見、国民的若しくは社会的出

身、財産、門地その他の地位又はこれに類するいかなる事由による差別をも受けることなく、この

宣言に掲げるすべての権利と自由とを享有することができる。 

２ さらに、個人の属する国又は地域が独立国であると、信託統治地域であると、非自治地域である

と、又は他のなんらかの主権制限の下にあるとを問わず、その国又は地域の政治上、管轄上又は国

際上の地位に基づくいかなる差別もしてはならない。 

第３条 

すべて人は、生命、自由及び身体の安全に対する権利を有する。 

 世世界界人人権権宣宣言言  
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第４条 

何人も、奴隷にされ、又は苦役に服することはない。奴隷制度及び奴隷売買は、いかなる形におい

ても禁止する。 

第５条 

何人も、拷問又は残虐な、非人道的な若しくは屈辱的な取扱若しくは刑罰を受けることはない。 

第６条 

すべて人は、いかなる場所においても、法の下において、人として認められる権利を有する。 

第７条 

すべての人は、法の下において平等であり、また、いかなる差別もなしに法の平等な保護を受ける

権利を有する。すべての人は、この宣言に違反するいかなる差別に対しても、また、そのような差別

をそそのかすいかなる行為に対しても、平等な保護を受ける権利を有する。 

第８条 

すべて人は、憲法又は法律によって与えられた基本的権利を侵害する行為に対し、権限を有する国

内裁判所による効果的な救済を受ける権利を有する。 

第９条 

何人も、ほしいままに逮捕、拘禁、又は追放されることはない。 

第10条 

すべて人は、自己の権利及び義務並びに自己に対する刑事責任が決定されるに当っては、独立の公

平な裁判所による公正な公開の審理を受けることについて完全に平等の権利を有する。 

第11条 

１ 犯罪の訴追を受けた者は、すべて、自己の弁護に必要なすべての保障を与えられた公開の裁判に

おいて法律に従って有罪の立証があるまでは、無罪と推定される権利を有する。 

２ 何人も、実行の時に国内法又は国際法により犯罪を構成しなかった作為又は不作為のために有罪

とされることはない。また、犯罪が行われた時に適用される刑罰より重い刑罰を課せられない。 

第12条 

何人も、自己の私事、家族、家庭若しくは通信に対して、ほしいままに干渉され、又は名誉及び信

用に対して攻撃を受けることはない。人はすべて、このような干渉又は攻撃に対して法の保護を受け

る権利を有する。 

第13条 

１ すべて人は、各国の境界内において自由に移転及び居住する権利を有する。 

２ すべて人は、自国その他いずれの国をも立ち去り、及び自国に帰る権利を有する。 

第14条 

１ すべて人は、迫害を免れるため、他国に避難することを求め、かつ、避難する権利を有する。 

２ この権利は、もっぱら非政治犯罪又は国際連合の目的及び原則に反する行為を原因とする訴追の

場合には、援用することはできない。 

第15条 

１ すべて人は、国籍をもつ権利を有する。 

２ 何人も、ほしいままにその国籍を奪われ、又はその国籍を変更する権利を否認されることはない。 
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第16条 

１ 成年の男女は、人種、国籍又は宗教によるいかなる制限をも受けることなく、婚姻し、かつ家庭

をつくる権利を有する。成年の男女は、婚姻中及びその解消に際し、婚姻に関し平等の権利を有す

る。 

２ 婚姻は、両当事者の自由かつ完全な合意によってのみ成立する。 

３ 家庭は、社会の自然かつ基礎的な集団単位であって、社会及び国の保護を受ける権利を有する。 

第17条 

１ すべて人は、単独で又は他の者と共同して財産を所有する権利を有する。 

２ 何人も、ほしいままに自己の財産を奪われることはない。 

第18条 

すべて人は、思想、良心及び宗教の自由に対する権利を有する。この権利は、宗教又は信念を変更

する自由並びに単独で又は他の者と共同して、公的に又は私的に、布教、行事、礼拝及び儀式によっ

て宗教又は信念を表明する自由を含む。 

第19条 

すべて人は、意見及び表現の自由に対する権利を有する。この権利は、干渉を受けることなく自己

の意見をもつ自由並びにあらゆる手段により、また、国境を越えると否とにかかわりなく、情報及び

思想を求め、受け、及び伝える自由を含む。 

第20条 

１ すべての人は、平和的集会及び結社の自由に対する権利を有する。 

２ 何人も、結社に属することを強制されない。 

第21条 

１ すべて人は、直接に又は自由に選出された代表者を通じて、自国の政治に参与する権利を有する。 

２ すべて人は、自国においてひとしく公務につく権利を有する。 

３ 人民の意思は、統治の権力の基礎とならなければならない。この意思は、定期のかつ真正な選挙

によって表明されなければならない。この選挙は、平等の普通選挙によるものでなければならず、

また、秘密投票又はこれと同等の自由が保障される投票手続によって行われなければならない。 

第22条 

すべて人は、社会の一員として、社会保障を受ける権利を有し、かつ、国家的努力及び国際的協力

により、また、各国の組織及び資源に応じて、自己の尊厳と自己の人格の自由な発展とに欠くことの

できない経済的、社会的及び文化的権利を実現する権利を有する。 

第23条 

１ すべて人は、勤労し、職業を自由に選択し、公正かつ有利な勤労条件を確保し、及び失業に対す

る保護を受ける権利を有する。 

２ すべて人は、いかなる差別をも受けることなく、同等の勤労に対し、同等の報酬を受ける権利を

有する。 

３ 勤労する者は、すべて、自己及び家族に対して人間の尊厳にふさわしい生活を保障する公正かつ

有利な報酬を受け、かつ、必要な場合には、他の社会的保護手段によって補充を受けることができ

る。 

４ すべて人は、自己の利益を保護するために労働組合を組織し、及びこれに参加する権利を有する。 
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第24条 

すべて人は、労働時間の合理的な制限及び定期的な有給休暇を含む休息及び余暇をもつ権利を有す

る。 

第25条 

１ すべて人は、衣食住、医療及び必要な社会的施設等により、自己及び家族の健康及び福祉に十分

な生活水準を保持する権利並びに失業、疾病、心身障害、配偶者の死亡、老齢その他不可抗力によ

る生活不能の場合は、保障を受ける権利を有する。 

２ 母と子とは、特別の保護及び援助を受ける権利を有する。すべての児童は、嫡出であると否とを

問わず、同じ社会的保護を受ける。 

第26条 

１ すべて人は、教育を受ける権利を有する。教育は、少なくとも初等の及び基礎的の段階において

は、無償でなければならない。初等教育は、義務的でなければならない。技術教育及び職業教育は、

一般に利用できるものでなければならず、また、高等教育は、能力に応じ、すべての者にひとしく

開放されていなければならない。 

２ 教育は、人格の完全な発展並びに人権及び基本的自由の尊重の強化を目的としなければならない。

教育は、すべての国又は人種的若しくは宗教的集団の相互間の理解、寛容及び友好関係を増進し、

かつ、平和の維持のため、国際連合の活動を促進するものでなければならない。 

３ 親は、子に与える教育の種類を選択する優先的権利を有する。 

第27条 

１ すべて人は、自由に社会の文化生活に参加し、芸術を鑑賞し、及び科学の進歩とその恩恵とにあ

ずかる権利を有する。 

２ すべて人は、その創作した科学的、文学的又は美術的作品から生ずる精神的及び物質的利益を保

護される権利を有する。 

第28条 

すべて人は、この宣言に掲げる権利及び自由が完全に実現される社会的及び国際的秩序に対する権

利を有する。 

第29条 

１ すべて人は、その人格の自由かつ完全な発展がその中にあってのみ可能である社会に対して義務

を負う。 

２ すべて人は、自己の権利及び自由を行使するに当っては、他人の権利及び自由の正当な承認及び

尊重を保障すること並びに民主的社会における道徳、公の秩序及び一般の福祉の正当な要求を満た

すことをもっぱら目的として法律によって定められた制限にのみ服する。 

３ これらの権利及び自由は、いかなる場合にも、国際連合の目的及び原則に反して行使してはなら

ない。 

第30条 

この宣言のいかなる規定も、いずれかの国、集団又は個人に対して、この宣言に掲げる権利及び自

由の破壊を目的とする活動に従事し、又はそのような目的を有する行為を行う権利を認めるものと解

釈してはならない。 
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昭和21年11月３日公布 

昭和22年５月３日施行 

 

日本国民は、正当に選挙された国会における代表者を通じて行動し、われらとわれらの子孫のために、

諸国民との協和による成果と、わが国全土にわたつて自由のもたらす恵沢を確保し、政府の行為によつ

て再び戦争の惨禍が起ることのないやうにすることを決意し、ここに主権が国民に存することを宣言し、

この憲法を確定する。そもそも国政は、国民の厳粛な信託によるものであつて、その権威は国民に由来

し、その権力は国民の代表者がこれを行使し、その福利は国民がこれを享受する。これは人類普遍の原

理であり、この憲法は、かかる原理に基くものである。われらは、これに反する一切の憲法、法令及び

詔勅を排除する。 

日本国民は、恒久の平和を念願し、人間相互の関係を支配する崇高な理想を深く自覚するのであつて、

平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼して、われらの安全と生存を保持しようと決意した。われらは、

平和を維持し、専制と隷従、圧迫と偏狭を地上から永遠に除去しようと努めてゐる国際社会において、

名誉ある地位を占めたいと思ふ。われらは、全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免かれ、平和の

うちに生存する権利を有することを確認する。 

われらは、いづれの国家も、自国のことのみに専念して他国を無視してはならないのであつて、政治

道徳の法則は、普遍的なものであり、この法則に従ふことは、自国の主権を維持し、他国と対等関係に

立たうとする各国の責務であると信ずる。 

日本国民は、国家の名誉にかけ、全力をあげてこの崇高な理想と目的を達成することを誓ふ。 

 

第３章 国民の権利及び義務 

第10条 日本国民たる要件は、法律でこれを定める。 

第11条 国民は、すべての基本的人権の享有を妨げられない。この憲法が国民に保障する基本的人権は、

侵すことのできない永久の権利として、現在及び将来の国民に与へられる。 

第12条 この憲法が国民に保障する自由及び権利は、国民の不断の努力によつて、これを保持しなけれ

ばならない。又、国民は、これを濫用してはならないのであつて、常に公共の福祉のためにこれを

利用する責任を負ふ。 

第13条 すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求に対する国民の権利について

は、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大の尊重を必要とする。 

第14条 すべて国民は、法の下に平等であつて、人種、信条、性別、社会的身分又は門地により、政治

的、経済的又は社会的関係において、差別されない。 

２ 華族その他の貴族の制度は、これを認めない。 

３ 栄誉、勲章その他の栄典の授与は、いかなる特権も伴はない。栄典の授与は、現にこれを有し、

又は将来これを受ける者の一代に限り、その効力を有する。 

 

 日日本本国国憲憲法法（（抄抄））  
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第15条 公務員を選定し、及びこれを罷免することは、国民固有の権利である。 

２ すべて公務員は、全体の奉仕者であつて、一部の奉仕者ではない。 

３ 公務員の選挙については、成年者による普通選挙を保障する。 

４ すべて選挙における投票の秘密は、これを侵してはならない。選挙人は、その選択に関し公的に

も私的にも責任を問はれない。 

第16条 何人も、損害の救済、公務員の罷免、法律、命令又は規則の制定、廃止又は改正その他の事項

に関し、平穏に請願する権利を有し、何人も、かかる請願をしたためにいかなる差別待遇も受けな

い。 

第17条 何人も、公務員の不法行為により、損害を受けたときは、法律の定めるところにより、国又は

公共団体に、その賠償を求めることができる。 

第18条 何人も、いかなる奴隷的拘束も受けない。又、犯罪に因る処罰の場合を除いては、その意に反

する苦役に服させられない。 

第19条 思想及び良心の自由は、これを侵してはならない。 

第20条 信教の自由は、何人に対してもこれを保障する。いかなる宗教団体も、国から特権を受け、又

は政治上の権力を行使してはならない。 

２ 何人も、宗教上の行為、祝典、儀式又は行事に参加することを強制されない。 

３ 国及びその機関は、宗教教育その他いかなる宗教的活動もしてはならない。 

第21条 集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、これを保障する。 

２ 検閲は、これをしてはならない。通信の秘密は、これを侵してはならない。 

第22条 何人も、公共の福祉に反しない限り、居住、移転及び職業選択の自由を有する。 

２ 何人も、外国に移住し、又は国籍を離脱する自由を侵されない。 

第23条 学問の自由は、これを保障する。 

第24条 婚姻は、両性の合意のみに基いて成立し、夫婦が同等の権利を有することを基本として、相互

の協力により、維持されなければならない。 

２ 配偶者の選択、財産権、相続、住居の選定、離婚並びに婚姻及び家族に関するその他の事項に関

しては、法律は、個人の尊厳と両性の本質的平等に立脚して、制定されなければならない。 

第25条 すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。 

２ 国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなけ

ればならない。 

第26条 すべて国民は、法律の定めるところにより、その能力に応じて、ひとしく教育を受ける権利を

有する。 

２ すべて国民は、法律の定めるところにより、その保護する子女に普通教育を受けさせる義務を負

ふ。義務教育は、これを無償とする。 

第27条 すべて国民は、勤労の権利を有し、義務を負ふ。 

２ 賃金、就業時間、休息その他の勤労条件に関する基準は、法律でこれを定める。 

３ 児童は、これを酷使してはならない。 

第28条 勤労者の団結する権利及び団体交渉その他の団体行動をする権利は、これを保障する。 

第29条 財産権は、これを侵してはならない。 

２ 財産権の内容は、公共の福祉に適合するやうに、法律でこれを定める。 

３ 私有財産は、正当な補償の下に、これを公共のために用ひることができる。 
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第30条 国民は、法律の定めるところにより、納税の義務を負ふ。 

第31条 何人も、法律の定める手続によらなければ、その生命若しくは自由を奪はれ、又はその他の刑

罰を科せられない。 

第32条 何人も、裁判所において裁判を受ける権利を奪はれない。 

第33条 何人も、現行犯として逮捕される場合を除いては、権限を有する司法官憲が発し、且つ理由と

なつてゐる犯罪を明示する令状によらなければ、逮捕されない。 

第34条 何人も、理由を直ちに告げられ、且つ、直ちに弁護人に依頼する権利を与へられなければ、抑

留又は拘禁されない。又、何人も、正当な理由がなければ、拘禁されず、要求があれば、その理由

は、直ちに本人及びその弁護人の出席する公開の法廷で示されなければならない。 

第35条 何人も、その住居、書類及び所持品について、侵入、捜索及び押収を受けることのない権利は、

第33条の場合を除いては、正当な理由に基いて発せられ、且つ捜索する場所及び押収する物を明示

する令状がなければ、侵されない。 

２ 捜索又は押収は、権限を有する司法官憲が発する各別の令状により、これを行ふ。 

第36条 公務員による拷問及び残虐な刑罰は、絶対にこれを禁ずる。 

第37条 すべて刑事事件においては、被告人は、公平な裁判所の迅速な公開裁判を受ける権利を有する。 

２ 刑事被告人は、すべての証人に対して審問する機会を充分に与へられ、又、公費で自己のために

強制的手続により証人を求める権利を有する。 

３ 刑事被告人は、いかなる場合にも、資格を有する弁護人を依頼することができる。被告人が自ら

これを依頼することができないときは、国でこれを附する。 

第38条 何人も、自己に不利益な供述を強要されない。 

２ 強制、拷問若しくは脅迫による自白又は不当に長く抑留若しくは拘禁された後の自白は、これを

証拠とすることができない。 

３ 何人も、自己に不利益な唯一の証拠が本人の自白である場合には、有罪とされ、又は刑罰を科せ

られない。 

第39条 何人も、実行の時に適法であつた行為又は既に無罪とされた行為については、刑事上の責任を

問はれない。又、同一の犯罪について、重ねて刑事上の責任を問はれない。 

第40条 何人も、抑留又は拘禁された後、無罪の裁判を受けたときは、法律の定めるところにより、国

にその補償を求めることができる。 

 

第10章 最高法規 

第97条 この憲法が日本国民に保障する基本的人権は、人類の多年にわたる自由獲得の努力の成果であ

つて、これらの権利は、過去幾多の試練に堪へ、現在及び将来の国民に対し、侵すことのできない

永久の権利として信託されたものである。 
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平成12年11月29日公布 

平成12年12月６日施行 

（目的） 

第１条 この法律は、人権の尊重の緊要性に関する認識の高まり、社会的身分、門地、人種、信条又は性別

による不当な差別の発生等の人権侵害の現状その他人権の擁護に関する内外の情勢にかんがみ、人権教

育及び人権啓発に関する施策の推進について、国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするととも

に、必要な措置を定め、もって人権の擁護に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この法律において、人権教育とは、人権尊重の精神の涵養を目的とする教育活動をいい、人権啓発

とは、国民の間に人権尊重の理念を普及させ、及びそれに対する国民の理解を深めることを目的とする

広報その他の啓発活動（人権教育を除く。）をいう。 

（基本理念） 

第３条 国及び地方公共団体が行う人権教育及び人権啓発は、学校、地域、家庭、職域その他の様々な場を

通じて、国民が、その発達段階に応じ、人権尊重の理念に対する理解を深め、これを体得することがで

きるよう、多様な機会の提供、効果的な手法の採用、国民の自主性の尊重及び実施機関の中立性の確保

を旨として行われなければならない。 

（国の責務） 

第４条 国は、前条に定める人権教育及び人権啓発の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、

人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第５条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との連携を図りつつ、その地域の実情を踏まえ、人権教

育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

（国民の責務） 

第６条 国民は、人権尊重の精神の涵養に努めるとともに、人権が尊重される社会の実現に寄与するよう努

めなければならない。 

（基本計画の策定） 

第７条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、人権教育及び人

権啓発に関する基本的な計画を策定しなければならない。 

（年次報告） 

第８条 政府は、毎年、国会に、政府が講じた人権教育及び人権啓発に関する施策についての報告を提出し

なければならない。 

（財政上の措置） 

第９条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策を実施する地方公共団体に対し、当該施策に係る事業の

委託その他の方法により、財政上の措置を講ずることができる。 

附則 

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第８条の規定は、この法律の施行の日の属する年度

の翌年度以後に講じる人権教育及び人権啓発に関する施策について適用する。 

（見直し） 

第２条 この法律は、この法律の施行の日から３年以内に、人権擁護施策推進法（平成８年法律第120号）第

３条第２項に基づく人権が侵害された場合における被害者の救済に関する施策の充実に関する基本的事

項についての人権擁護推進審議会の調査審議の結果をも踏まえ、見直しを行うものとする。 

 

 人人権権教教育育及及びび人人権権啓啓発発にに関関すするる法法律律  
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（平成10年３月30日条例第2号） 

 

すべての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利とについて平等である。世

界人権宣言にうたわれているこの理念は、人類普遍の原理であり、日本国憲法においても、法の下

の平等及び基本的人権の保障について定められている。 

この理念の下に、すべての人々がそれぞれ一人の人間として人を大切にし、大切にされる人権尊

重の社会をつくることは、私たちみんなの願いである。 

しかし、現実社会には、同和問題をはじめ、女性、子ども、高齢者、障害者、ＨＩＶ感染者等、

外国人などに対する人権侵害の問題が依然として存在している。 

同和問題については、高知県においても行政の責務として長年取り組んできたが、いまだ完全に

は解決されていない実態がある。 

県は、これらの問題の解決に先導的な役割を果たすべきであり、また、私たちは、力を合わせて

あらゆる人権問題の早急な解決を図っていかなければならない。 

ここに、私たちは、人権という普遍的な文化の創造を目指し、差別のない、差別が受け入れられ

ない人権尊重の社会づくりを進めていくことを決意して、この条例を制定する。 

 

（目的） 

第１条 この条例は、人権尊重の社会づくりについて、県、市町村及び県民（県内に在住する個人

並びに県内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体をいう。以下同じ。）の責

務を明らかにするとともに、施策の基本的な方針に関し必要な事項を定めることにより、同和

問題をはじめとするあらゆる人権に関する問題への取組を推進し、もって真に人権が尊重され

る明るい社会づくりに寄与することを目的とする。 

 

（県の責務等） 

第２条 県は、前条の目的を達成するため、人権が尊重される社会の環境づくりを図るとともに、

人権意識の高揚を目的とする教育及び啓発に関する施策（以下「人権施策」という。）を総合

的に推進するものとする。 

２ 知事は、人権意識の高揚を図るため、県内における人権に関する実態について定期的に公表

するものとする。 

３ 知事は、人権侵害に当たる行為をしたものに対して、必要な指導及び助言をすることができ

る。 

 

（市町村の責務） 

第３条 市町村は、自らの行政分野で人権尊重に配慮し、人権意識の高揚に努めるとともに、県が

実施する施策に協力するものとする。 

 

 高高知知県県人人権権尊尊重重のの社社会会づづくくりり条条例例  
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（県民の責務） 

第４条 県民は、互いに人権を尊重し、自らが人権尊重の社会づくりの担い手であることを認識し

て人権意識の向上に努めるとともに、県又は市町村が実施する施策に協力するものとする。 

 

（人権施策の基本方針） 

第５条 知事は、同和問題をはじめとするあらゆる人権に関する問題の解決に向けて、すべての県

民が自主的に取り組むよう意識の高揚を図るとともに、市町村及び県民の取組を一層促進させ

るため、人権施策の基本方針を定めるものとする。 

 

（高知県人権尊重の社会づくり協議会） 

第６条 人権施策の推進に関し、必要に応じて重要事項を調査協議させるため、高知県人権尊重の

社会づくり協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

２ 知事は、前条の人権施策の基本方針を定めるに当たっては、あらかじめ協議会の意見を聴く

ものとする。 

３ 協議会は、人権尊重の社会づくりに関する事項に関し、知事に意見を述べることができる。 

 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関する事項その他この条例の施行

に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

この条例は、平成10年4月1日から施行する。 
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          （平成 10年４月１日規則第 63号） 

                       改正 平成 11年４月１日規則第 49号 平成 19 年４月１日規則第 50 号 

平成 21年４月１日規則第 43 号 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、高知県人権尊重の社会づくり条例(平成 10年高知県条例第 2号)第 7条の規定に

基づき、高知県人権尊重の社会づくり協議会(以下「協議会」という。)の組織及び運営に関する事

項その他この条例の施行に関し必要な事項を定めるものとする。  

 

（組織） 

第２条 協議会は、委員 28人以内で組織する。  

       

（委嘱） 

第３条 委員は、次に掲げる者のうちから、知事が委嘱する。  

（１） 県議会の議員  

（２） 関係行政機関の職員  

（３） 人権問題に関し学識経験を有する者  

     

（任期等） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者

の残任期間とする。  

２ 委員は、再任されることができる。  

       

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長及び副会長を置き、それぞれ委員の互選によって定める。  

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。  

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長が定

めた順序により、その職務を代行する。  

 

（会議） 

第６条 協議会の会議(以下「会議」という。)は、会長が招集する。  

２ 会議の議長は、会長が当たる。  

３ 会議は、委員の過半数の出席がなければ、議事を開き、及び議決をすることができない。  

４ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。  

   

 高高知知県県人人権権尊尊重重のの社社会会づづくくりり条条例例施施行行規規則則  
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（部会） 

第７条 協議会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。  

２ 部会に属すべき委員は、会長が指名する。  

３ 部会に部会長及び副部会長を置き、それぞれ部会に属する委員の互選によって定める。  

４ 第５条第２項及び第３項並びに前条の規定は、部会の組織及び運営について準用する。  

 

（庶務） 

第８条 協議会の庶務は、文化生活部人権課において処理する。  

 

（雑則） 

第９条 この規則に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮って定め

る。  

  

附 則  

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。  

（経過措置） 

２ 第６条第１項の規定にかかわらず、この規則の施行の日以後最初に開かれる会議は、知事が招集

する。  

 

附 則（平成 11年 4 月 1日規則第 49号）抄  

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。(後略)  

 

附 則（平成 19年 4 月 1日規則第 50号）  

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。（後略） 

 

附 則（平成 21年 4 月 1日規則第 43号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。（後略） 
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「平成 25年度第１回・第２回高知県人権尊重の社会づくり協議会」開催時 
 （任期：平成 23（2011）年 11 月 22 日～平成 25（2013）年 11 月 21 日）  

区 分 氏 名 現   職   等 備 考 

関係行政機関の職員 

有岡 正幹 高知県町村会長（安田町長） H25.6.28～ 

岡﨑 誠也 高知県市長会長（高知市長）  

桑原 光照 高知労働局雇用均等室長 H25.4.16～ 

永田 篤希雄 高知地方法務局人権擁護課長 H24.4.16～ 

学 識 経 験 者 

五百蔵 誠一 株式会社四国銀行人事部長 H24.7.19～ 

○ 稲田 知江子 弁護士  

上田 真弓 高知ハビリテーリングセンター長  

内田 洋子 ＮＰＯ高知市民会議専務理事  

Eva
エ バ

 Garcia
ガ ル シ ア

 del
デ ル

 Saz
サ ス

 高知大学国際・地域連携センター助教  

岡谷 英明 高知大学教育学部教授  

加藤 秋美 元県立若草養護学校長  

◎ 上岡 義隆 社会福祉法人高知県社会福祉協議会長 H25.6.28～ 

近藤 御風 高知大学医学部非常勤講師  

杉本 麗子 嶺北保護区保護司・大豊町民生委員  

高橋 淳一 高知県商工会議所連合会専務理事  

半田 久米夫 株式会社高知放送相談役  

南 裕子 高知県立大学長  

森信 繁 高知大学医学部神経精神科学講座教授 H25.9.19～ 
               ◎会長  ○副会長                   （各区分ごとに五十音順）  

 

「平成 25年度第３回高知県人権尊重の社会づくり協議会」開催時 
 （任期：平成 25（2013）年 11 月 22 日～平成 27（2015）年 11 月 21 日）  

区 分 氏 名 現   職   等 

関係行政機関の職員 

有岡 正幹 高知県町村会長（安田町長） 

岡﨑 誠也 高知県市長会長（高知市長） 

桑原 光照 高知労働局雇用均等室長 

永田 篤希雄 高知地方法務局人権擁護課長 

 五百蔵 誠一 株式会社四国銀行人事部長 

 ○ 稲田 知江子 弁護士 

 上田 真弓 高知ハビリテーリングセンター長 

 内田 洋子 ＮＰＯ高知市民会議専務理事 

 Eva
エ バ

 Garcia
ガ ル シ ア

 del
デ ル

 Saz
サ ス

 高知大学国際・地域連携センター助教 

 岡谷 英明 高知大学教育学部教授 

学 識 経 験 者 加藤 秋美 元県立若草養護学校長 

 ◎ 上岡 義隆 社会福祉法人高知県社会福祉協議会長 

 近藤 御風 高知大学医学部非常勤講師 

 杉本 麗子 嶺北保護区保護司・大豊町民生委員 

 高橋 淳一 高知県商工会議所連合会専務理事 

 半田 久米夫 株式会社高知放送相談役 

 南 裕子 高知県立大学長 

 森信 繁 高知大学医学部神経精神科学講座教授 
               ◎会長  ○副会長                   （各区分ごとに五十音順）  

高高知知県県人人権権尊尊重重のの社社会会づづくくりり協協議議会会委委員員名名簿簿  
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（目 的） 

第１条 全ての人々がそれぞれ一人の人間として人を大切にし、大切にされる人権尊重の社会の実現を

目指し、人権施策の円滑かつ適正な推進を図るため、高知県人権施策推進委員会（以下「推進委員会」

という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 推進委員会は、次の事項を所掌する。 

 一 高知県人権施策基本方針の推進に関すること。 

 二 人権侵害に関すること。 

 三 その他人権施策の推進に関すること。 

（組 織） 

第３条 推進委員会の構成員は、次の各号に掲げるとおりとする。 

 一 委員長 

二 副委員長 

 三 委員 

 四 幹事 

 五 専門幹事 

２ 委員長は、知事をもって充てる。 

３ 副委員長は、副知事をもって充てる。 

４ 委員は、別記１に掲げる者をもって充て、副委員長代理として、文化生活部長を充てる。 

５ 幹事は、別記２に掲げる者をもって充て、幹事長として、文化生活部副部長（総括）を充てる。 

６ 専門幹事は、知事部局、公営企業局、教育委員会事務局、監査委員事務局及び県警本部の職員のう

ちから、必要に応じて委員長が指名する。 

（職 務） 

第４条 委員長は、推進委員会の事務を統轄する。 

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長が不在のとき、又は事故あるときは、その職務を代理する。 

３ 委員及び幹事は、委員長の命を受け、それぞれの職務に応じて委員会の事務に参画し、副委員長代

理及び幹事長は、特定の事務に従事する。 

４ 専門幹事は、委員長の命を受け、それぞれの職務に応じて専門の職務に従事する。 

（事務局） 

第５条 推進委員会の事務を処理するため、推進委員会に事務局を置く。 

２ 事務局に事務局長、次長及び局員を置く。  

３ 事務局長は文化生活部人権課長の職にある者を、次長は同課課長補佐の職にある者を、局員（事務

局長及び次長を除く。）は同課職員をもって充てる。 

（雑 則） 

第６条 この規定に定めるもののほか、必要な事項は、委員長が別に定める。 

 

 高高知知県県人人権権施施策策推推進進委委員員会会設設置置要要綱綱  
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  附 則 

 この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。 

  附 則（一部改正） 

 この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

  附 則（一部改正） 

 この要綱は、平成１７年３月１日から施行する。 

  附 則（一部改正） 

 この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（一部改正） 

 この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（一部改正） 

 この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（一部改正） 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

  附 則（一部改正） 

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

  附 則（一部改正） 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（一部改正） 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

別記１（委 員） 

 

別記２（幹 事） 

    

 

総務部長 

 

総務部副部長（秘書政策企画担当） 

 

危機管理部長 

 

危機管理部副部長(総括） 

 

健康政策部長 

 

健康政策部副部長 

 

地域福祉部長 

 

地域福祉部副部長 

 

文化生活部長 

 

文化生活部副部長（総括） 

 

産業振興推進部長 

 

産業振興推進部副部長（総括） 

 

理事（中山間対策・運輸担当） 

 

産業振興推進部副部長(中山間対策・運輸担当） 

 

商工労働部長 

 

商工労働部副部長（総括） 

 

観光振興部長 

 

観光振興部副部長 

 

農業振興部長 

 

農業振興部副部長（総括） 

 

林業振興・環境部長 

 

林業振興・環境部副部長（総括） 

 

水産振興部長 

 

水産振興部副部長(総括） 

 

土木部長 

 

土木部副部長（総括） 

 

会計管理者兼会計管理局長 

 

会計管理局次長 

 

理事・東京事務所長 

 

教育次長（総括） 

 

理事（東京事務所） 

 

警察本部警務部参事官 

 

理事・大阪事務所長 

 

公営企業局次長（総括） 

 

教育長 

 

東京事務所副所長 

 

警察本部長 

 

商工労働部参事 （高知県産業振興センター） 

 

公営企業局長 

 

  

 

監査委員事務局長 

 

  

 

理事（高知県地産外商公社） 

 

  

 

理事（高知県産業振興センター） 
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１ 月  ２ 月 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

         

 

 

      

８ ９ 10 11 12 13 14  ８ ９ 10 11 12 13 14 
  いのちの

電話フリ

ーダイヤ

ルの日 

(毎月) 

            

15 16 17 18 19 20 21  15 16 17 18 19 20 21 
  防災とボ

ランティ

アの日 

            

22 23 24 25 26 27 28  22 23 24 25 26 27 28 
        世界友情

の日 

国際友愛

の日 

      

29 30 31  

○防災とボランティア週間（15

～21 日） 

 29  

○情報セキュリティ月間    

 
  

 

 

 

１

月 

10 日 

（毎月） 

いのちの電話フリーダイ

ヤルの日 

 「いのちの電話」は、一般社団法人日本いのちの電話連盟加盟の団体が実施して
おり、生活の困難やこころの危機を抱えながら誰にも相談できないで 一人で悩ん
でいる人のための相談電話です。 
毎月 10日は、フリーダイヤル（無料）の電話相談を午前８時から翌日午前８時

まで受け付けています。相談電話番号：0120-738-556 

17 日 防災とボランティアの日 

平成７（1995）年１月 17 日に発生した阪神・淡路大震災を契機として、広く国
民が災害時におけるボランティア活動及び自主的な防災活動への認識を深めるこ
と等を目的に、この日を「防災とボランティアの日」。この日を含む１月 15 日か
ら 21 日までの計７日間を「防災とボランティア週間」とすることが、平成７（1995）
年 12 月の閣議において了解されました。 
期間中は、災害時におけるボランティア活動及び自主的な防災活動の普及のため

の講演会、講習会、展示会等の行事が、地方公共団体その他関係団体の緊密な協力
を得て全国的に実施されています。 

15～21 日 防災とボランティア週間 

 

２

月 

22 日 

世界友情の日・ 

国際友愛の日 

（World Scout 

Friendship Day） 

ボーイスカウト・ガールスカウトの創始者ベーデン・パウエル卿（Ｂ-Ｐ）夫妻
の誕生日に因んで、昭和 38（1963）年のボーイスカウト世界会議で「世界友情の
日」と定められ、昭和 40（1965）年から実施されています。 
なお、この日は各地で「Ｂ-Ｐ祭」等の催しが行われ、ガールスカウトもこの日

をシンキングデイ（国際友愛の日）として活動を行っています。 

月間 情報セキュリティ月間 

国民一人ひとりが情報セキュリティについての関心を高め、これらの問題に対応
していくために、政府は情報セキュリティに関する普及啓発強化として、平成 21
（2009）年度から２月を「情報セキュリティ月間」と定め、期間中は、政府機関は
もとより、広く関係機関、団体の協力のもとに、国民各層の幅広い参加を得た取組
を集中的に推進しています。 

  

 

 

 

 

 人権カレンダー  
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３ 月  

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７  

    

 

    

８ ９ 10 11 12 13 14  

国際女性デー 
 

 

農山漁村女性

の日 

     

15 16 17 18 19 20 21  
      

 

国際人種差別

撤廃デー 

 

22 23 24 25 26 27 28  
  

世界結核デー 
 

 

    

29 30 31 
○女性の健康週間（１～８日） 

○人種差別と闘う人々との連帯週間（21～27 日） 

 
   

 

 

 

３

月 

８日 

国際女性デー 

（International 

Women's Day） 

明治 37（1904）年３月８日、ニューヨークで女性労働者が婦人参政権を要求して

デモを起こしたことに因んでおり、このデモを受け、ドイツの社会主義者 クラ
ラ・ツェトキンが、明治 43（1910）年にコペンハーゲンで行なわれた国際社会主義
者会議で「女性の政治的自由と平等のためにたたかう」記念の日とするよう提唱し

たことから始まっています。 
国連では、昭和 50（1975）年の「国際婦人年」の３月８日以来、この日を「国際

女性デー」（「国際婦人デー」や「国際女性の日」とも呼ばれる）と定め、現在は

国連事務総長が女性の十全かつ平等な社会参加の環境を整備するよう、加盟国に対
し呼びかける日となっています。なお、海外では、女性を敬い、花を贈る風習のあ
る国も多くあります。 

10 日 農山漁村女性の日 

女性の社会活動への参加を促し、21 世紀の農林水産業、農山漁村の発展に向けて
女性の役割を正しく認識し、適正な評価への気運を高め、女性の能力の一層の活用
を促進することを目的として、昭和 62（1987）年度に「農山漁村婦人の日」（平成

11（1999）年度から「農山漁村女性の日」）が設けられました。 
この月になったのは、３月上旬は農林漁業の作業が比較的少ない季節であるこ

と。10日とされた理由は、農山漁村女性の３つの能力である＜知恵・技・経験＞を

トータル（10＝トゥ）に発揮してほしいという関係者の願いが込められているため
です。 

現在もこの日を中心に、農林漁業７団体（全国農業会議所・ＪＡ全国女性組織協

議会・全国生活研究グループ連絡協議会・全国酪農青年女性会議・全国林業研究グ
ループ連絡協議会女性会議・全国漁協女性部連絡協議会・全国女性農業経営者会議）
の主催で全国規模の記念行事が開催されています。 

21 日 

国際人種差別撤廃デー 
（International Day 

for the Elimination 

of Racial 
Discrimination） 

昭和 35（1960）年のこの日、南アフリカのシャープビルで、人種隔離政策（アパ

ルトヘイト）に反対する平和的デモ行進に対し警官隊が発砲し、69 人が死亡しまし
た。この事件で国連が人種差別に取り組む契機となったことから、この日に因んで、
昭和 41（1966）年の国連総会で、「国際人権差別撤廃デー」を定めました。 

24 日 

世界結核デー 

（World Tuberculosis 

Day） 

世界保健機関（ＷＨＯ）では、平成９（1997）年の世界保健総会で、毎年この日

を「世界結核デー」とすることを定めました。これは、明治 15（1882）年のこの日、
ドイツのロベルト・コッホ博士が結核菌を発見し演説したことに因んでいます。 

なお、医学の進歩で克服されたかに見えていた結核が、再び猛威を振い始めたこ

とから、毎年テーマを掲げ、世界中で結核への意識を高めるイベントなどが行われ
ています。 

１～８日 女性の健康週間 

平成19（2007）年４月に策定された「新健康フロンティア戦略」において、女

性が生涯を通じて健康で明るく、充実した日々を自立して過ごすことを総合的に支
援するため、「女性の健康週間」を創設し、女性の健康づくりを国民運動として展
開することとされたのを受け、厚生労働省は、平成20（2008）年１月にこの週間を

定め、取組を推進しています。 

21～27 日 
人種差別と闘う人々との

連帯週間 

「国際人種差別撤廃デー」の３月 21 日からの１週間を「人種差別主義と闘う人々
との連帯週間」として、世界中で人種差別の撤廃を求める運動が展開されています。 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%89%E3%82%A4%E3%83%84
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E4%B8%BB%E7%BE%A9
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%AF%E3%83%A9%E3%83%A9%E3%83%BB%E3%83%84%E3%82%A7%E3%83%88%E3%82%AD%E3%83%B3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%AF%E3%83%A9%E3%83%A9%E3%83%BB%E3%83%84%E3%82%A7%E3%83%88%E3%82%AD%E3%83%B3
http://ja.wikipedia.org/wiki/1910%E5%B9%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B3%E3%83%9A%E3%83%B3%E3%83%8F%E3%83%BC%E3%82%B2%E3%83%B3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E9%80%A3%E5%90%88
http://ja.wikipedia.org/wiki/1975%E5%B9%B4
http://jawe2011.jp/cgi/keyword/?mode=search&q=%c1%b4%b9%f1%bd%f7%c0%ad%c7%c0%b6%c8%b7%d0%b1%c4%bc%d4%b2%f1%b5%c4&catlist=1&onlist=1&shlist=1
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４ 月 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

売春防止法施

行記念日 

世界自閉症啓

発デー 

 

 

   
世界保健デー 

８ ９ 10 11 12 13 14 
  

女性の日 

法テラスの日 

 

 

   

15 16 17 18 19 20 21 
 

 

   

 

   

22 23 24 25 26 27 28 
 

 

   

 

   

29 30 
○国際盲導犬の日（最終水曜日）  ○発達障害啓発週間（２～８日） 

○女性週間（10～16 日）       ○在日朝鮮人歴史・人権週間前期（中旬～下旬）  

 

 

 

４

月 

１日 売春防止法施行記念日 
「売春防止法」（昭和 31（1956）年公布・昭和 32（1957）年施行）の施行により、

赤線が廃止されたため、そのことを記念して定められました 

２日 

世界自閉症啓発デー 

（World Autism 

Awareness Day） 

平成 19（2007）年 12月の国連総会において、毎年この日を「世界自閉症啓発デー」
とすることが決議され、世界各地において自閉症に関する啓発の取組が行われていま

す。 
我が国でも、「世界自閉症啓発デー」や４月２日から８日までの「発達障害啓発週

間」において、自閉症をはじめとする発達障害について、社会全体の理解が進むよう、

様々な啓発活動を実施しています。 

７日 
世界保健デー 

（World Health Day） 

 世界保健機関（ＷＨＯ） が昭和 23（1948）年４月７日に設立されたのを記念して
定められました。 

毎年、この日には、ＷＨＯによって国際保健医療に関するテーマが選ばれ、この日
を中心に、世界各国でその年のテーマに沿った様々なイベントが開催されています。 

10 日 

女性の日 

昭和 21（1946）年４月 10 日、戦後初の（第 22 回、大日本帝国憲法〈旧憲法〉下
の帝国議会の最後の）総選挙で、初めて女性参政権が行使され、39 人の女性代議士
が誕生したことを記念して定められました 

法テラスの日 

日本司法支援センター（愛称：法テラス）は、平成 18（2006）年に、「総合法律

支援法」に基づき設立された公的な法人です。 
法テラスでは、法人設立日である４月 10日を「法テラスの日」と定め、毎年、こ

の日の前後に「法テラスの日」を記念して、全国各地で無料法律相談会や業務時間を

延長しての情報提供、街頭啓発活動など様々なイベントを実施しています。 

最終 

水曜日 
国際盲導犬の日 

 平成元（1989）年４月 12日（水曜日）にイギリスで「国際盲導犬学校連盟」が発
足し、その３年後の平成４（1992）年、毎年４月の最終水曜日を「国際盲導犬の日」

と制定し、世界各国でイベントが行われています。 

２～８日 発達障害啓発週間  「世界自閉症啓発デー」参照（４月２日） 

10～16 日 女性週間 

 労働省では、４月 10日の「女性の日」に因んで、昭和 24（1949）年以来、４月

10 日に始まる１週間を「婦人週間」と定め、女性の地位向上のための啓発活動を全
国的に展開してきました。 
なお、その 50年目にあたる平成 10（1998）年に名称を「女性週間」に改め、取組

を継続しています。 

中旬～ 

下旬 

在日朝鮮人歴史・人権週

間前期 

 日本人と在日朝鮮人が、共に在日朝鮮人の過去の歴史を知り、現在の人権状況を考

えることを目的に、平成 19（2007）年から始まった週間です。 

 

 

 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%B5%A4%E7%B7%9A
http://tamutamu2011.kuronowish.com/dainihonnkokukennpou.htm
http://tamutamu2011.kuronowish.com/teikokugikai.htm
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 こどもの日 
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世界赤十字デー    看護の日 

国際ナースデー 

民生委員・児童

委員の日 

   

第二次大戦中に命を失った全ての

人に追悼を捧げる日 

 

15 16 17 18 19 20 21 
 

 

国際家族デー 

  
国際親善（善意）

デー 

  対話と発展のた

めの世界文化多

様性デー 

 

22 23 24 25 26 27 28 
 

   

 

   

 
 

国際アムネステ

ィ記念日 

 

29 30 31 ○憲法週間（１～７日）         ○児童福祉週間（５～11 日） 

○看護週間（８～14 日）   

○民生委員・児童委員の活動強化週間（12～18 日） 

○自由、独立及び人権のために戦うすべての植民地人民との連帯週間 

（非自治地域の人々との連帯週間）（25～31 日） 

○赤十字運動月間        ○消費者月間          

 

  

消費者の日 

  

 

５

月 

 

３日 

 

世界報道自由デー 

（World Press Freedom 

Day） 

 平成３（1991）年４月 29日から５月３日まで、ナミビアの首都ウイントフー
クで開かれた「アフリカの独立した多元的な報道の促進に関するセミナー」とい

うユネスコのセミナーで発表された「アフリカの独立した多元的な報道の促進に
関するウイントフーク宣言」が採択された日が５月３日だったことに因んで、報
道の自由の重要性を喚起し、各国政府が世界人権宣言の第 19条に基づく表現の

自由を尊重し、支持する義務を認識するために、国連総会で定められた日です。 
この日は、ジャーナリズムや表現の自由の分野で世界的に活躍する人を表彰す

る「ギョレモ・カノ世界報道自由賞」の授与をはじめ、ユネスコや世界新聞協会

（ＷＡＮ－ＩＦＲＡ）等を中心に、報道の自由の啓蒙と奨励のためのイベントが
開催されています。 

憲法記念日 
 昭和 22（1947）年のこの日に「日本国憲法」が施行されたのを記念して、昭
和 23（1948）年施行の「国民の祝日に関する法律」（祝日法）で制定された国

民の祝日の一つです。 

５日 こどもの日 

 古来から端午の節句として、男子の健やかな成長を願う行事が行われていた日
ですが、昭和 23（1948）年施行の「国民の祝日に関する法律」（祝日法）で「こ

どもの日」と制定され、その趣旨は「こどもの人格を重んじ、こどもの幸福をは
かるとともに、母に感謝する」と記されています。 

８日 世界赤十字デー 

 赤十字の創始者、アンリー・デュナンの生誕日であるこの日を、国際赤十字で
は「世界赤十字デー」と定めています。これは昭和 23（1948）年の第 20 回赤十
字社連盟理事会で決議され、毎年、各国赤十字社は、赤十字の精神や事業を普及

する活動を行っています。 
 なお、この日を含む５月を「赤十字運動月間」としています。 

８・９日 
第二次大戦中に命を失った

全ての人に追悼を捧げる日 

平成 16（2004）年に国連総会は、この日を追悼と和解の日と指定すると宣言

し、加盟国や国連諸機関、ＮＧＯなどに、ふさわしい形で記念し、戦争でなくな
った全ての人を追悼するよう要請しています。 

12 日 

 

看護の日・ 

国際ナースデー 

（International Nurses 

Day） 

平成２（1990）年 12 月に厚生省（現厚生労働省）により、国民の看護及び看
護職に対する理解を深めるとともに、その社会的評価を高めていくための記念日
として「看護週間」とともに制定され、平成３（1991）年より実施されています。

なお、この日は、近代看護を築いたフローレンス・ナイチンゲールの誕生日です。 
また、昭和 40（1965）年から、国際看護師協会（本部:ジュネーブ）は、この

日を「国際ナースデー」に定めています。 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%8A%E3%83%9F%E3%83%93%E3%82%A2
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A6%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%83%88%E3%83%95%E3%83%BC%E3%82%AF
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%A6%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%83%88%E3%83%95%E3%83%BC%E3%82%AF
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%A0%B1%E9%81%93%E3%81%AE%E8%87%AA%E7%94%B1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%A0%B1%E9%81%93%E3%81%AE%E8%87%AA%E7%94%B1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%96%E7%95%8C%E4%BA%BA%E6%A8%A9%E5%AE%A3%E8%A8%80
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E9%80%A3%E7%B7%8F%E4%BC%9A
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B8%E3%83%A3%E3%83%BC%E3%83%8A%E3%83%AA%E3%82%BA%E3%83%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%A1%A8%E7%8F%BE%E3%81%AE%E8%87%AA%E7%94%B1
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E3%82%AE%E3%83%A7%E3%83%AC%E3%83%A2%E3%83%BB%E3%82%AB%E3%83%8E%E4%B8%96%E7%95%8C%E5%A0%B1%E9%81%93%E8%87%AA%E7%94%B1%E8%B3%9E&action=edit&redlink=1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%96%E7%95%8C%E6%96%B0%E8%81%9E%E5%8D%94%E4%BC%9A
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%96%E7%95%8C%E6%96%B0%E8%81%9E%E5%8D%94%E4%BC%9A
http://ja.wikipedia.org/wiki/1947%E5%B9%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%97%A5%E6%9C%AC%E5%9B%BD%E6%86%B2%E6%B3%95
http://ja.wikipedia.org/wiki/1948%E5%B9%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E6%B0%91%E3%81%AE%E7%A5%9D%E6%97%A5%E3%81%AB%E9%96%A2%E3%81%99%E3%82%8B%E6%B3%95%E5%BE%8B
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%AB%AF%E5%8D%88
http://ja.wikipedia.org/wiki/1948%E5%B9%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E6%B0%91%E3%81%AE%E7%A5%9D%E6%97%A5%E3%81%AB%E9%96%A2%E3%81%99%E3%82%8B%E6%B3%95%E5%BE%8B
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B9%B3%E6%88%90
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8E%9A%E7%94%9F%E7%9C%81
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%9C%8B%E8%AD%B7
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12 日 民生委員・児童委員の日 

 昭和 52（1977）年に当時の全国民生委員児童委員協議会（現在は全国民生委

員児童委員連合会）が定めたもので、大正６（1917）年５月 12 日に民生委員・
児童委員制度の前身の岡山県済世顧問制度設置規定が公布されたことに由来す
るものです。 

なお、この日は、民生委員・児童委員の存在について地域の住民や関係機関・
団体等に理解を深めていただき、信頼関係を築くことを目的に、様々なＰＲ活動
等が展開されています。 

５

月 
 

 

 

 

 

 

 

 

15 日 

国際家族デー 

（International Day of 

Families） 

 平成５（1993)年に国連総会で定められた日で、各国が家族問題に対する認識
を高め、家族関連の問題に取り組む能力を高めるために定められています。 

18 日 国際親善（善意）デー 

 明治 32（1899）年のこの日、ロシア皇帝・ニコライ２世の提唱により、オラ

ンダのハーグで日本を含む 26 カ国が集まり、第１回万国平和会議が開かれ、「国
際紛争平和的処理条約」、「陸戦の法規慣例に関する条約」などが結ばれたこと
を記念して定められました。 

日本では、昭和６（1931）年からイベント等が行われています。 

21 日 

対話と発展のための世界文

化多様性デー 

（World Day for Cultural 

Diversity for Dialogue 

and Development） 

 平成 14（2002）年に国連総会で定められた日で、この日の目的は、文化の多
様性を増進させ、文化が持つ有・無形の遺産、創造的産業、商品及びサービスの
ような文化の全ての形態を増進させるために、あらゆる主体（政府、政策立案者、

市民社会団体、地域社会、文化専門家など）が参加できる機会を設けることであ
る。としています。 

28 日 国際アムネスティ記念日 

 昭和 36（1961）年のこの日、政治的権力による人権侵害等から守るための国
際的な民間団体「アムネスティ・インターナショナル（Amnesty International

＝国際人権救援機構）」が発足したのを記念する日です。 
この団体は、国際連合との協議資格を持つ、国際的に影響力の大きい非政府組

織（ＮＧＯ）で、国際法に則って、死刑の廃止、人権擁護、難民救済など良心の

囚人を救済、支援する活動を行っています。 

30 日 消費者の日 

「消費者基本法」改正前の「消費者保護基本法」が、昭和 43（1968）年のこ

の日に施行されたことから、その施行 10周年を機に、昭和 53（1978）年、経済
企画庁（現内閣府）によって制定され、昭和 63（1988）年からは同法 20 周年を
機に、毎年５月が「消費者月間」となっています。現在は、消費者庁を中心に被

害防止のための啓発活動が行われています。 

１～７日 憲法週間 

昭和 25（1950）年に実施された憲法施行３周年式典にあわせて、憲法の意義
について国民に再確認してもらうことを目的として、最高裁判所が中心となって

「憲法記念週間」として始められました。昭和 28（1953）年からは、法務省、
検察庁、弁護士会の協力で実施されるようになり、昭和 31（1956）年に現在の
名称に改称されています。 

５～11 日 児童福祉週間 

日本の児童福祉の理念の周知を図るとともに、国民の児童に対する認識を深め
るための週間として、厚生省（現厚生労働省）が、昭和 22（1947）年から実施

しており、こどもの日（５月５日）を初日とした１週間となっています。 
なお、期間中は、児童福祉に因んだ行事が行われるほか、一部の子ども向け施

設で子どもの入場料について無料、又は割引料金を適用するなどのイベントも実

施されています。 

８～14 日 看護週間 

平成２（1990）年 12 月に厚生省（現厚生労働省）により、国民の看護及び看
護職に対する理解を深めるとともに、その社会的評価を高めていくための「看護

の日」とともに制定され、平成３（1991）年より実施されています。 
なお、期間中は、各地において看護体験や保健相談などが実施され、看護に対

する意識向上を図る啓発事業が行われています。 

12～18 日 
民生委員・児童委員の活動 

強化週間 
「民生委員・児童委員の日」参照（５月 12 日） 

25～31 日 

自由、独立および人権のため

に戦うすべての植民地人民

との連帯週間（非自治地域の

人々との連帯週間） 

平成 11（1999）年、国連総会は、毎年５月 25日から始まる１週間を「非自治
地域の人々との連帯週間」とするよう、非植民地化特別委員会に要請しました。 

この週間は、もともと昭和 47（1972）年に、「自由と独立と平等な権利のため
に戦う南部アフリカ、ギニア（ビサウ）及びカーボベルデの植民地人民との連
帯週間」として、「アフリカ解放記念日」である５月 25 日から開始されることが

宣言されていたことに由来します。 

月間 赤十字運動月間  「世界赤十字デー」参照（５月８日） 

月間 消費者月間 「消費者の日」参照（５月 30 日） 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%85%90%E7%AB%A5%E7%A6%8F%E7%A5%89
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%85%90%E7%AB%A5
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8E%9A%E7%94%9F%E7%9C%81
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%98%AD%E5%92%8C
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%81%93%E3%81%A9%E3%82%82%E3%81%AE%E6%97%A5
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B9%B3%E6%88%90
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8E%9A%E7%94%9F%E7%9C%81
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%9C%8B%E8%AD%B7


- 189 - 

 

 

６ 月  

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７  

人権擁護委員の日 
  侵略による罪の

ない幼児犠牲者

の国際デー 

環境の日（日本） 

世界環境デー（世界） 
補聴器の日 母親大会記念日 

 

８ ９ 10 11 12 13 14  
    

児童労働反対世界デー 小さな親切の日 
 

 

 

15 16 17 18 19 20 21  
     

世界難民デー 
 

 

 

22 23 24 25 26 27 28  
 

らい予防法による

被害者の名誉回復

及び追悼の日 

 

沖縄慰霊の日 

  国民憲章調印記念日 

国際麻薬乱用・不正取

引防止デー 

拷問の犠牲者を支援す

る国際デー 

   

29 30 ○ＨＩＶ検査普及週間（１～７日）    ○男女共同参画週間（23～29 日） 

○ハンセン病を正しく理解する週間（25 日を含む週の日曜日から土曜日） 

○環境月間                ○男女雇用機会均等月間  

○外国人労働者問題啓発月間 

 
   

 

６

月 
 

１日 人権擁護委員の日 

 人権擁護委員は、法務大臣の委嘱を受けて、地域の人に人権に関する啓発活
動や人権相談などを行っています。 
全国人権擁護委員連合会では、「人権擁護委員法」が施行（昭和 24（1949）

年）された日を記念して、この日を定め、毎年、「全国一斉人権擁護委員の日
特設人権相談所」を開設したり、人権への理解を深めてもらうための活動に取
り組んでいます。 

４日 

侵略による罪のない幼児犠牲

者の国際デー 

（International Day of 

Innocent Children 

Victims of Aggression） 

 昭和 57（1982）年、パレスチナに関する国連緊急特別総会において、イスラ

エルの侵略行為によるパレスチナ・レバノンの大多数の幼児の犠牲が報告され
たことに因んで定められた日です。 

５日 

環境の日（日本） 

世界環境デー（世界） 

（World Environment Day） 

 昭和 47（1972）年のこの日からストックホルムで開催された「国連人間環境
会議」を記念して、「世界環境デー」が定められており、世界各国では、この
日に環境保全の重要性を認識し、行動の契機とするための様々な行事が行われ

ています。 

また、日本では「環境基本法」（平成５（1993）年施行）において「環境の
日」が定められており、事業者及び国民の間に広く環境の保全についての関心

と理解を深めるとともに、積極的に環境の保全に関する活動を行う意欲を高め
るという「環境の日」の趣旨を明らかにし、この趣旨にふさわしい各種の行事
等が実施されています。  

６日 補聴器の日 

平成 11（1999）年に有限責任中間法人日本補聴器販売店協会と有限責任中間
法人日本補聴器工業会が制定した記念日です。 

この日とした理由は、６を２つ向かい合わせにすると耳の形に見えること
や、耳に補聴器を装用すると聞こえの弱った耳（３月３日）に更に補聴器とい
う聞こえを補うことから、３月３日×２＝６月６日という意味合いからです。 

なお、制定の目的は、①補聴器の日を中心にして、補聴器が人々の生活のな
かで身近なものとなるように。②補聴器を通して、多くの人々が抱える「聞こ
え」についての悩みが、改善されていくように。③21 世紀に向けて新しいバリ

アフリー社会の創造に貢献できるように。としています。 

７日 母親大会記念日 

 昭和 29（1954）年、アメリカがビキニ環礁で水爆実験を行ったことをきっか
けに、平塚らいてうら日本婦人団体連合会は、国際民主婦人連盟に原水爆禁止

を提案し、世界母親大会がスイスで開かれました。 
これに先立ち第１回日本母親大会が東京・豊島公会堂で開催され、その開催

日を記念日としています。 

なお、その後もこの日に、「生命を生みだす母親は、生命を育て、生命を守
ることをのぞみます」のスローガンのもとに、生命と暮らし、子どもと教育、
平和、女性の地位向上などに関する分科会や講演会などが開催されています。 

 
12 日 

児童労働反対世界デー 

（World Day against Child 

Labour） 

 平成 14（2002）年、国際労働機関（ＩＬＯ）は世界の目を児童労働に向け、

児童労働を撲滅する必要性を世界に訴えるために定めた日です。大勢の人がこ
の問題について考え、取り組み、行動を起こしてもらうために、世界中で様々
なイベントが行われています。 

http://kotobank.jp/word/%E3%83%91%E3%83%AC%E3%82%B9%E3%83%81%E3%83%8A
http://kotobank.jp/word/%E5%9B%BD%E9%80%A3
http://kotobank.jp/word/%E5%9B%BD%E9%80%A3
http://kotobank.jp/word/%E7%89%B9%E5%88%A5
http://kotobank.jp/word/%E7%89%B9%E5%88%A5
http://kotobank.jp/word/%E3%82%A4%E3%82%B9%E3%83%A9%E3%82%A8%E3%83%AB
http://kotobank.jp/word/%E3%82%A4%E3%82%B9%E3%83%A9%E3%82%A8%E3%83%AB
http://kotobank.jp/word/%E4%BE%B5%E7%95%A5
http://kotobank.jp/word/%E4%BE%B5%E7%95%A5
http://kotobank.jp/word/%E3%83%AC%E3%83%90%E3%83%8E%E3%83%B3
http://kotobank.jp/word/%E5%B9%BC%E5%85%90
http://kotobank.jp/word/%E7%8A%A0%E7%89%B2
http://kotobank.jp/word/%E5%A0%B1%E5%91%8A
http://ja.wikipedia.org/wiki/1999%E5%B9%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E9%96%93%E6%B3%95%E4%BA%BA
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E9%96%93%E6%B3%95%E4%BA%BA
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E6%97%A5%E6%9C%AC%E8%A3%9C%E8%81%B4%E5%99%A8%E5%B7%A5%E6%A5%AD%E4%BC%9A&action=edit&redlink=1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%A8%98%E5%BF%B5%E6%97%A5
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%80%B3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%A3%9C%E8%81%B4%E5%99%A8
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%90%E3%83%AA%E3%82%A2%E3%83%95%E3%83%AA%E3%83%BC
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%90%E3%83%AA%E3%82%A2%E3%83%95%E3%83%AA%E3%83%BC
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６

月 
 

 

 

 

13 日 小さな親切の日 

 昭和 38（1963）年の東京大学の卒業式の告辞のなかで、茅誠司総長が「小さ

な親切を勇気を持ってやってほしい」と言ったことがきっかけとなり、同年６
月 13 日に茅氏をはじめとする８名の提唱者が、「小さな親切」運動本部を発
足させたことに由来する日です。 

日常生活のなかでの善意を広めることに重点をおき、個人や団体の顕彰、各
種コンクールや清掃活動の実施などの取組が行われています。  

20 日 
世界難民デー 

（World Refugee Day） 

 平成 13（2001）年が、「難民の地位に関する条約」（昭和 26（1951）年）の
50 周年にあたること。また、アフリカ統一機構（ＯＡＵ）が６月 20 日の「ア

フリカ難民の日」と同日に国際的な難民の日を設けることに同意したことか
ら、国連総会は平成 12（2000）年 12 月に、翌平成 13（2001）年からこの日を
設けることを決定しました。 

22 日 
らい予防法による被害者の 

名誉回復及び追悼の日 

厚生労働省は、平成 21（2009）年度から、「ハンセン病療養所入所者等に対

する補償金の支給に関する法律」（平成 13（2001）年）の施行日であるこの日
を定めました。それ以降、ハンセン病の患者であった者等の名誉の回復を図る
ため、厚生労働省主催による追悼、慰霊及び名誉回復の行事が毎年行われてい

ます。 

23 日 沖縄慰霊の日 

昭和 20（1945）年のこの日に、沖縄戦の組織的戦闘が終結したことに因んで、
琉球政府及び沖縄県が定めた記念日です。 
本土復帰前は、公休日とされていましたが、昭和 47（1972）年の本土復帰後

は、日本の法律が適用となり、休日としての法的根拠を失いましたが、平成３
（1991）年に沖縄県の自治体が、休日条例で「慰霊の日」を休日と定めたこと
によって、再び正式な休日となっています。 

なお、この日には、昭和 37（1962）年から、沖縄県が主催する「沖縄全戦没
者慰霊祭」が、糸満市の平和祈念公園で行なわれています。 

26 日 

 

国民憲章調印記念日 
 昭和 20（1945）年のこの日、サンフランシスコ会議で「国連憲章」が調印さ
れたのを記念して定められました。 

国際麻薬乱用・不正取引 

防止デー 

（International Day 

against Drug Abuse 

and Illicit Trafficking） 

 昭和 62（1987）年６月 26 日に「薬物乱用統制における将来の包括的多面性
アウトライン」を採択した「薬物乱用・不正取引防止に関する国際会議」の勧

告に従い、国連総会は、この日を薬物乱用なき国際社会という目標の達成に向
けて、更なる行動と協力を促進する決意を表明する日として定めました。 

拷問の犠牲者を支援する 

国際デー 

（International Day in 

Support of Victims of 

Torture） 

 国連総会は平成９（1997）年、経済社会理事会の勧告を受け、この日を定め
ました。この日は、拷問を根絶させ、また、昭和 62（1987）年６月 26 日に発

効した昭和 59（1984）年の「拷問およびその他の残虐な、非人道的なまたは品
位を傷つける取り扱いまたは刑罰を禁止する条約」を有効に機能させることを
ねらいに設けられています。 

１～７日 ＨＩＶ検査普及週間 

平成 18（2006）年度からこの週間の取組が始っており、ＨＩＶやエイズに対
する国民の関心を喚起し、ＨＩＶ検査の浸透・普及を図るため、国や都道府県

等では、街頭キャンペーン、無料検診や検査時間延長等の活動を実施していま
す。 

23～29 日 男女共同参画週間 
 「男女共同参画基本法」の公布・施行日である平成 11（1999）年６月 23日

に因んで、男女共同参画推進本部が平成 12（2000）年 12月に定め、平成 13（2001）
年から、様々な取組が実施されています。 

25 日を含

む週の日

曜日から

土曜日 

ハンセン病を正しく理解する

週間 

 厚生省（現厚生労働省）が昭和 39（1964）年に定めており、らい病（ハンセ
ン病）の予防と患者の救済に深い関心を寄せられていた大正天皇の貞明皇后の
誕生日に由来します。 

この期間中には、ハンセン病に対する正しい知識を更に普及させ、偏見をな
くしていくために、広報や講演会、ハンセン病療養所の見学、訪問等の取組が
行われています。  

月間 環境月間 
環境庁により、平成３（1991）年度から６月を「環境月間」（昭和 48（1973）

年度～平成２（1990）年度までは、６月５日を初日とする「環境週間」）とし、
全国で様々な行事が行われています。 

月間 男女雇用機会均等月間 

厚生労働省は、「男女雇用機会均等法」の公布日である昭和 60（1985）年６

月１日を記念してこの月間を設け、職場における男女の均等な取扱いや、女性
が活躍する社会の実現を目指して、均等法や「ポジティブ・アクション」への
認識･理解を深める周知活動等を実施しています。 

月間 外国人労働者問題啓発月間 
 厚生労働省は、外国人労働者問題に関し、事業主をはじめ国民の一層の理解
と協力を求めることを目的として、この月間を設けています。 

 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/1945%E5%B9%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B2%96%E7%B8%84%E6%88%A6
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１ ２ ３ ４ ５ ６ ７  
国民安全の日 

更正保護の日 

ユネスコ加盟

記念の日 

      

８ ９ 10 11 12 13 14  
   

 

  

 

   

15 16 17 18 19 20 21  
    

 

 
女性大臣の日 

  

 

 

22 23 24 25 26 27 28  
   

 
  

 

   

29 30 31 ○勤労青少年の日（第３土曜日） 

○部落差別をなくする運動強調旬間（10～20 日） 

○青少年の非行・被害防止全国強調月間 

○社会を明るくする運動強調月間 

 
   

 
 

 

７

月 

 

１日 

 

国民安全の日 

 国民の一人ひとりがその生活のあらゆる面において、施設や行動の安全につい
て反省を加え、その安全確保に留意し、これを習慣化する気運を高め、産業災害、

交通事故、火災等、国民の日常生活の安全をおびやかす災害の発生の防止を図る
ため、政府は昭和 35（1960）年に、「国民安全の日」を創設し、安全意識の高揚、
安全水準向上のための国民運動を展開しています。 

更正保護の日 

 法務省が、犯罪非行を未然に防止すると同時に、罪を犯した人や非行をした少

年の更生と、円滑な社会復帰を促進するために、「犯罪者予防更生法」の施行日（昭
和 24（1949）年）に因んで定めた日です。 
 なお、「社会を明るくする運動」の初日として、各種行事が行われています。 

２日 ユネスコ加盟記念の日 
 昭和 21（1946）年に国連の専門機関として発足したユネスコ（ＵＮＥＳＣＯ：

国連教育科学文化機関）に、日本が昭和 26（1951）年７月２日に加盟したのを記
念して定められました。 

19 日 女性大臣の日 
 昭和 35（1960）年のこの日、日本初の女性大臣が誕生したことを記念して定め
られました。具体的には、岸信介内閣の後を受けて池田勇人内閣が発足し、中山

マサ衆議院議員が厚生大臣として入閣しました。 

第３ 

土曜日 
勤労青少年の日 

 厚生労働省では、毎年７月の第３土曜日を、「勤労青少年福祉法」で「勤労青少
年の日」と定め、働く若者の福祉について、広く国民の関心と理解を深めること
等を目的に、啓発活動を実施しています。 

10～20 日 
部落差別をなくする運動

強調旬間 

同和問題の解決に向け、県民一人ひとりが取組を進めていく必要があることを

広く県民にアピールするため、県が市町村などの協力を得て、この期間中に講演
会やテレビ・ラジオなどによる啓発事業を実施しています。 

月間 
青少年の非行・被害防止 

全国強調月間 

 内閣府では、国際児童年を契機に昭和54（1979）年度以来、毎年７月を「青少
年の非行問題に取り組む全国強調月間」としてきましたが、平成22（2010）年度、

児童買春や児童ポルノといった福祉犯の被害防止も重点課題に加え、「青少年の
非行・被害防止全国強調月間」と名称変更しています。 
 なお期間中は、青少年の非行防止等について、国民が理解を深め、更に関係機

関・団体と地域住民等とが相互に協力･連携して、青少年の規範意識の醸成及び有
害環境への適切な対応を図るなどの各種取組を集中的に実施しています。 

月間 
社会を明るくする運動 

強調月間 

この運動は、全ての国民が、犯罪や非行の防止と罪を犯した人たちの更生につ
いて理解を深め、それぞれの立場において力を合わせ、犯罪のない地域社会を築
こうとする全国的な運動です。 

昭和 26（1951）年に法務府（現法務省）は、「社会を明るくする運動」と名付
け取り組むことにしました。 

なお、第 60回（平成 22（2010）年）からは、新名称「“社会を明るくする運動”

～犯罪や非行を防止し、立ち直りを支える地域のチカラ～」が定められています。 

 

 

http://www.weblio.jp/content/%E7%8A%AF%E7%BD%AA
http://www.weblio.jp/content/%E7%8A%AF%E7%BD%AA
http://www.weblio.jp/content/%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E5%BE%A9%E5%B8%B0
http://www.weblio.jp/content/%E7%8A%AF%E7%BD%AA%E8%80%85%E4%BA%88%E9%98%B2%E6%9B%B4%E7%94%9F%E6%B3%95
http://www.weblio.jp/content/%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E3%82%92%E6%98%8E%E3%82%8B%E3%81%8F%E3%81%99%E3%82%8B%E9%81%8B%E5%8B%95
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８ 月  

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７  
 

 

   
 

    

８ ９ 10 11 12 13 14  
 世界の先住民

の国際デー 

  
国際青少年デー 

   

15 16 17 18 19 20 21  
終戦の日 

 

       

22 23 24 25 26 27 28  
 奴隷貿易とそ

の廃止を記念

する国際デー 

      

29 30 31 
○在日朝鮮人歴史・人権週間後期（中旬～９月初旬） 

 

 
   

 

 

 

 

８

月 

 

９日 

世界の先住民の国際デー 

（International Day of the 

World's Indigenous 

People） 

「世界の先住民の国際の 10年」（平成６（1994）年～平成 16（2004）年）
の期間中、毎年この日を「世界の先住民の国際デー」とすることが平成６

（1994）年の国連総会で決定されました。 
この日は、昭和 57（1982）年に人権促進・保護小委員会の先住民作業部会

が第１回会合を開いた日に由来しています。 

なお、平成 16（2004）年 12 月 20日の決議の規定によって、総会は「第２
次世界の先住民の国際の 10年」（平成 17（2005）年～平成 26（2014）年）
を宣言しました。同時に、第２次の 10 年の期間中もニューヨーク、ジュネー

ブ、その他の国連事務所で引き続き「世界の先住民の国際デー」を毎年記念
することを決めています。 

12 日 
国際青少年デー 

（International Youth Day） 

平成３（1991）年にオーストラリアのウィーンで開催された「第１回国連
システムにおける世界青少年フォーラム」に出席した青少年たちの意見に端
を発しています。 

その結果、ポルトガル政府は、国際連合との協力のもと、「第１回青少年
に関する世界閣僚会議」を平成 10（1998）年にリスボンで開催し、この日を
「国際青少年デー」と宣言する決議を採択しています。 

その後、平成 11（1999）年の国連総会の「青少年に関する政策と計画」の
決議のなかで、「第１回青少年に関する世界閣僚会議」の提案を支持するこ
とを表明し、さらに総会は、「2002 年まで、およびそれ以降のための世界青

少年行動計画」に対する認識を高める方法として、「国際青少年デー」を支
援する広報活動を行うよう勧告しています。 
なお、第１回「国際青少年デー」は、平成 12（2000）年から実施されてい

ます。 

15 日 終戦の日 

昭和 20（1945）年のこの日、玉音放送（昭和天皇による終戦の詔書の朗読
放送）により、第二次世界大戦（太平洋戦争（大東亜戦争））における日本の

降伏が国民に公表されました。 
昭和 38（1963）年５月の閣議決定により、同年からこの日に政府主催で「全

国戦没者追悼式」が行われるようになり、昭和 40（1965）年からは、東京都

千代田区の日本武道館で開催されています。 
昭和 57（1982）年４月には、この日を「戦没者を追悼し平和を祈念する日」

とすることが閣議決定され、現在はこの閣議決定に基づいて毎年この日に「全

国戦没者追悼式」が行われています。 

23 日 

奴隷貿易とその廃止を記念する

国際デー 

（International Day for the 

Remembrance of the 

Slave Trade and Its 

Abolition） 

寛政３（1791）年８月 23 日、カリブ海のサントドラミンゴではじまった奴
隷の反乱に端を発し、初の黒人による共和国設立に結びついたことを踏まえ
て、この日が定められています。  

中旬～ 

９月初旬 
在日朝鮮人歴史・人権週間後期 

 日本人と在日朝鮮人が、共に在日朝鮮人の過去の歴史を知り、現在の人権
状況を考えることを目的に、平成 19（2007）年から始まった週間です。 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/1945%E5%B9%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%8E%89%E9%9F%B3%E6%94%BE%E9%80%81
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%98%AD%E5%92%8C%E5%A4%A9%E7%9A%87
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%97%A5%E6%9C%AC%E3%81%AE%E9%99%8D%E4%BC%8F
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%97%A5%E6%9C%AC%E3%81%AE%E9%99%8D%E4%BC%8F
http://ja.wikipedia.org/wiki/1963%E5%B9%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%96%A3%E8%AD%B0%E6%B1%BA%E5%AE%9A
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%85%A8%E5%9B%BD%E6%88%A6%E6%B2%A1%E8%80%85%E8%BF%BD%E6%82%BC%E5%BC%8F
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%85%A8%E5%9B%BD%E6%88%A6%E6%B2%A1%E8%80%85%E8%BF%BD%E6%82%BC%E5%BC%8F
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%97%A5%E6%9C%AC%E6%AD%A6%E9%81%93%E9%A4%A8
http://ja.wikipedia.org/wiki/1982%E5%B9%B4
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９ 月  

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７  

防災の日 
   

 

    

８ ９ 10 11 12 13 14  

国際識字デー 
 

 
世界自殺予防デー 

     

15 16 17 18 19 20 21  

老人の日    
 

 
 

国際平和デー 

世界アルツハ

イマーデー 

 

22 23 24 25 26 27 28  

孤児院の日 
 

 

 

 

 

 

    

29 30 ○防災週間（８月30 日～9 月５日）    ○自殺予防週間（10～16 日） 

○老人週間（15～21 日）        ○結核予防週間（24～30 日） 

○全国一斉「高齢者・障害者の人権あんしん相談」強化週間（9 月中で設定） 

○障害者雇用支援月間                  ○知的障害福祉月間 

○発達障害福祉月間                    ○世界アルツハイマー月間 

 
  

 

 

 

９

月 
 

 

１日 防災の日 

大正 12（1923）年９月１日に発生した関東大震災は、死者・行方不明者 10万５千

余人という大惨事になりました。 

この震災を教訓として、「防災の日」は、災害を防ぐための知識や心構えを広く国

民に理解してもらうことを目的に定められています。 

毎年、この日を中心として、全国各地で防災訓練や防災フェアなどの行事が実施さ

れています。 

８日 

国際識字デー 

（International 

Literacy Day） 

昭和 40（1965）年のこの日、イランのバーレビ国王が軍事費の一部を識字教育に

まわす提案をしたことを記念し、平成２（1990）年に国連が、「国際識字デー」とし

て定めました。 

10 日 

世界自殺予防デー 

（World Suicide 

Prevention Day） 

 平成 15（2003）年に世界保健機構（ＷＨＯ）と国際自殺予防学会（ＩＡＳＰ）が

共同で開催した「世界自殺防止会議（スウェーデン・ストックホルム）」の初日に、

『自殺に対する注意・関心を喚起し、自殺防止のための行動を促進するのが目的』と

して定められました。 

15 日 老人の日 

「国民の祝日に関する法律」が改正され、「敬老の日」が「９月 15日」から「９月

の第３月曜日」に改められたため、平成 14（2002）年からは９月 15日を「老人の日」

とし、同日から９月 21日までを「老人週間」としています。 

21 日 

国際平和デー 

（International Day 

of Peace） 

昭和 56（1981）年、国連総会は９月の通常総会開会日を「正式に『国際平和デー』

とし、全ての国家と民族内で、またそれら相互の間で、平和という理念を称え、強化

していく日とする」ことを宣言しました。 

なお、平成 13（2001）年９月には、「国際平和デー」を平成 14（2002）年から毎

年９月 21 日とし、全ての人々の関心を喚起し、この日に平和を祝い、祈念すること

を決定しました。 

総会は以後、この日を全世界の停戦と非暴力の日とし、一日、戦争行為を中断する

よう全ての国家と人民に呼びかけていくものとすると宣言しています。 

また、加盟国や国連機関、地域機関、ＮＧＯに対して、この日を祝し、世界規模で

の停戦を確立するために国連と協力するよう、呼びかけも行っています。 

世界アルツハイマー 

デー 

（World Alzheimer 's  

Day） 

平成６（1994）年、「国際アルツハイマー病協会（ＡＤＩ）」は、世界保健機構（Ｗ

ＨＯ）と共同で、この日を「世界アルツハイマーデー」と制定し、この日を中心にア

ルツハイマー病の啓発を実施しています。 

 この日に定めたのは、平成６（1994）年にスコットランドのエジンバラで第 10 回

国際アルツハイマー病協会国際会議が開催され、その会議の初日に由来します。 

なお、平成 24（2012）年からは、９月を「世界アルツハイマー月間」として、世

界各国で啓発活動を行っています。 

我が国でも、ポスターやリーフレットを作成して、認知症への理解を呼びかけてい

ます。 

22 日 孤児院の日 

 明治 20（1887）年のこの日、日本で初めてとなる孤児院「孤児教育会」が設立さ

れたのに因んで定められた日です。 

創設者は石井十次で、生涯を孤児救済に捧げています。 

現在は、石井十次顕彰会や石井十次記念館が設立され、児童福祉事業の先駆者とし

て称えられています。 

http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E8%87%AA%E6%AE%BA%E4%BA%88%E9%98%B2%E5%AD%A6%E4%BC%9A&action=edit&redlink=1
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E4%B8%96%E7%95%8C%E8%87%AA%E6%AE%BA%E9%98%B2%E6%AD%A2%E4%BC%9A%E8%AD%B0&action=edit&redlink=1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B9%E3%82%A6%E3%82%A7%E3%83%BC%E3%83%87%E3%83%B3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B9%E3%83%88%E3%83%83%E3%82%AF%E3%83%9B%E3%83%AB%E3%83%A0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%87%AA%E6%AE%BA
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９ 

月 

 

8/30～9/5 防災週間 

毎年９月１日の「防災の日」を中心とする８月 30 日から９月５日までを「防災週

間」とすることが、昭和 57（1982）年５月に閣議了承され、政府、地方公共団体等

防災関係諸機関をはじめ、広く国民が災害についての認識を高めることなどを目的と

して、取組が行われています。 

10～16 日 自殺予防週間 

平成 19（2007）年６月に閣議決定された「自殺総合対策大綱」において定められ

ています。 

この期間は、集中的な啓発事業等の実施を通じて、国民に自殺や精神疾患について

の正しい知識を普及啓発し、これらに対する偏見をなくしていくとともに、命の大切

さや自殺の危険を示すサイン、また危険に気付いたときの対応方法等について、国民

の理解の促進を図ることを目的としています。 

15～21 日 老人週間 「老人の日」参照（９月 15日） 

24～30 日 結核予防週間 

 厚生労働省が「結核予防週間」を定めており、この期間中、結核に関する正しい知

識の普及啓発を図ることとしています。 

具体的には、「結核予防会」が、周知ポスターやパンフレット等を作成・配布する

とともに、「全国一斉複十字シール運動キャンペーン」として、全国各地で街頭募金

や無料結核検診、健康相談等を実施し、結核予防の大切さを伝えています。 

９月 

全国一斉「高齢者・障害

者の人権あんしん相談」

強化週間 

全国の法務局・地方法務局では、常設の人権相談所を設置するなどして、高齢者・

障害者の人権に関する相談に応じています。 

そうしたなか、毎年、９月前半の７日間を「全国一斉『高齢者・障害者の人権あん

しん相談』強化週間」として、平日の電話相談受付時間を延長するとともに、土日も

電話相談に応じ、その活動の強化を図っています。 

月間 障害者雇用支援月間 

 厚生労働省並びに独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構では、毎年９月を

「障害者雇用支援月間」とし、事業主のみならず、広く国民に対して障害者雇用の機

運を醸成するとともに、障害者の職業的自立を支援するために、様々な啓発活動を展

開しています。 

月間 知的障害福祉月間 

財団法人日本精神薄弱者福祉連盟（現在の公益財団法人日本知的障害福祉連盟）が

制定しています。 

以前は「精神薄弱者福祉月間」という名称でしたが、平成 10（1998）年、日本精

神薄弱者福祉連盟の日本知的障害福祉連盟への名称変更にともない、月間の名称も変

更になっています。 

月間 発達障害福祉月間 

公益社団法人日本発達障害福祉連盟は、毎年９月を「発達障害福祉月間」とし、

障害の理解と福祉の向上を目的に、全国に各種取組を働きかけています。 

中央行事としては、セミナーや映画上映、講演、シンポジウムなどを行っており、

厚生労働省も後援しています。 

月間 
世界アルツハイマー 

月間 
「世界アルツハイマーデー」参照（９月 21 日） 

 

http://d.hatena.ne.jp/keyword/%CB%C9%BA%D2%A4%CE%C6%FC
http://d.hatena.ne.jp/keyword/1982%C7%AF
http://d.hatena.ne.jp/keyword/%C0%AF%C9%DC
http://d.hatena.ne.jp/keyword/%C3%CF%CA%FD%B8%F8%B6%A6%C3%C4%C2%CE
http://d.hatena.ne.jp/keyword/%CB%C9%BA%D2
http://d.hatena.ne.jp/keyword/%BA%D2%B3%B2
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１０ 月  

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７  
福祉用具の日 

国際高齢者デー 

法の日 

 

国際非暴力デー 

 

  

 

  

国際協力の日 

  

８ ９ 10 11 12 13 14  
  世界メンタルヘ

ルスデー 

安全・安心なま

ちづくりの日 

 国際防災デー 

 

  

15 16 17 18 19 20 21  

たすけあいの日 
 貧困撲滅のため

の国際デー 

   
国際反戦デー 

 

22 23 24 25 26 27 28  
  

国連デー 
 

 

    

29 30 31 ○「法の日」週間（１～７日）  

○精神保健福祉普及週間（10 月中で設定） 

○高年齢者雇用促進月間        ○仕事と家庭を考える月間 

○里親月間              ○情報化月間 

○共同募金運動（10 月１日スタート） 

 
    

 

 

 

10

月 

 

 

 

１日 

 

福祉用具の日 

 多くの人に福祉用具を知ってもらい、社会全体が福祉用具を身近に感じられるよ

う、一般社団法人日本福祉用具供給協会が平成 14（2002）年からこの日を「福祉用
具の日」とし、福祉用具の普及・啓発キャンペーンを全国一斉に取り組み始めまし
た。 

なお、この日としたのは、平成５（1993）年の「福祉用具の研究開発及び普及の
促進に関する法律」の施行日に因んで定めています。 

また、その前後１か月間（９月１日から 10月 31 日）を「福祉用具の日」推進月

間として、全国一斉に福祉用具の普及・啓発キャンペーンを展開しています。 

国際高齢者デー 

（International Day of 

Older Persons） 

国連総会は、平成２（1990）年 12 月の決議によって、この日を「国際高齢者デ
ー」に定めました。これは、昭和 57（1982）年の「高齢者問題世界会議」で採択さ

れ、同年に国連総会によって承認を得た「高齢化に関する国際行動計画」など、国
連が主導してきたものを受けて設けています。  

法の日 

法を尊重し、法によって基本的人権を擁護し、社会秩序を確立する精神の高揚を
図ることを目的として、昭和 35（1960）年にこの日が定められました。 

以来これに基づいて、裁判所、法務省、検察庁及び日本弁護士連合会では、10月

１日からの１週間を「法の日」週間として、「法の日」の趣旨の徹底を図るため、
講演会、座談会、無料法律相談など、各種の行事を実施しています。 

２日 

国際非暴力デー 

（International Day of 

Non-Violence） 

平成 19（2007）年６月の国連総会で、この日を「国際非暴力デー」と定め、同年
から取組が行われています。なお、この日としたのは、インド独立運動の指導者で
あり、かつ非暴力の哲学と実践の先駆者であるマハトマ･ガンジーの誕生日に由来

しています。 
総会決議の際には、「非暴力デー」は、「教育や国民意識を高める運動を通して非

暴力のメッセージを広める」ための機会となるもので、決議は、「非暴力の原則の

普遍的意義」及び「平和、寛容、理解及び非暴力の文化を実現する」意思を再確認
しています。 

６日 国際協力の日 

 昭和 29（1954）年のこの日、日本はコロンボ計画（アジア及び太平洋地域諸国の
経済社会開発を促進することを目的として昭和 25（1950）年１月に発足した地域協

力機構）への加盟を閣議決定し、開発途上国に対する政府開発援助（ＯＤＡ）を開
始しました。 
 政府は、これを記念して、閣議了解によりこの日を「国際協力の日」と定め、国

際協力への国民の理解と参加を呼びかける取組を行っています。 
なお、この日の前後の週末には、毎年、日本国内最大級の国際協力イベントであ

る「グローバルフェスタＪＡＰＡＮ」が開催されています。 

10 日 

世界メンタルヘルスデー 

（World Mental Health 

Day） 

平成４（1992）年にＮＧＯの「世界精神衛生連盟」（ＷＦＭＨ）が、メンタル
ヘルス問題に関する世間の意識を高め、偏見をなくし、人々に体験発表の場を設け

るために、この日を定めました。世界保健機構（ＷＨＯ）も協賛し、国際デーとな
っています。 

 

http://www.gov-online.go.jp/data_room/calendar/event/ext/201310_18.html
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10

月 
 

 

 

 

11 日 
安全・安心なまちづくり

の日 

犯罪に強い社会の実現のため、政府では、平成 17（2005）年 12月に、毎年この

日を「安全・安心なまちづくりの日」に決定し、安全・安心なまちづくりの趣旨
や必要性を広く広報するとともに、自主防犯活動への積極的な参加を呼びかけて
います。 

当日及びその前後の期間では、全国各地で安全・安心なまちづくりの推進に向
けた様々な取組が実施されています。 

13 日 

国際防災デー 

（International Day for 

Natural Disaster 

Reduction） 

「国際防災の 10 年」（平成２（1990）年～平成 11（1999）年）の趣旨を広く周

知し、災害に対する備えを含め、災害を予防し、自然災害による被害を減らす取
組を世界共通の文化として広めるため、平成元（1989）年 12月、国連総会におい
て、毎年 10月第２水曜日を「国際防災デー」とすることが定められました。 

そして、平成 21（2009）年の国連総会において、10月 13 日を「国際防災デー」
とすることが定められました。 

15 日 たすけあいの日 
 社会福祉法人全国社会福祉協議会が、昭和 40（1965）年に定めており、日常生
活での助け合いや、地域社会でのボランティア活動への積極的な参加を呼びかけ

る日としています。 

17 日 

貧困撲滅のための国際 

デー 

（International Day for 

the Eradication of 

Poverty） 

昭和 62（1987）年、貧困、飢え、暴力、恐怖の犠牲者に敬意を表するため、10
万人がフランス・パリのシャイヨ宮の人権広場に集まったのが最初の活動です。 

なお、この呼びかけをしたのは国際運動ＡＴＤ第四世界を創設したフランスの
活動家ヨゼフ・レシンスキです。 

こうしたことを踏まえ、平成 11（1999）年 12月の国連総会において、多くの国

でこの日が、「極貧に打ち克つための世界デー」となっていることから、この日
を「貧困撲滅のための国際デー」とすることが宣言されました。 

21 日 国際反戦デー 

昭和 41（1966）年 10月 21 日に、日本労働組合総評議会（総評）が「ベトナム
反戦統一スト」を実施し、それと同時に全世界の反戦運動団体にもベトナム戦争

反対を呼びかけたことに由来します。 
今もなお、反戦運動にとっては重要な記念日となっており、この日にあわせて

各種集会が開かれている。 

24 日 
国連デー 

（United Nations Day） 
昭和 20（1945）年のこの日、同年６月に定められた「国連憲章」に基づき、「国

際連合（国連）」が発足したことを記念する日として定められています。 

１～７日 「法の日」週間 「法の日」参照（10月１日） 

10 月 精神保健福祉普及週間 

 「精神保健福祉普及週間」は、精神障害者の福祉の増進と国民の精神保健の向
上を図ることを目的としています。地域社会における精神保健と精神障害者の福
祉に関する理解を深め、精神障害者の早期治療、そして、社会復帰と自立、社会

参加の促進を図るとともに、併せて、精神障害発生の予防や国民の精神的健康の
保持・増進を図るため、毎年全国大会を関係省庁と関係団体の後援のもとに実施
しています。 

月間 高年齢者雇用促進月間 

 厚生労働省は、「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」に基づき、高年齢者
等のための総合的な雇用・就業対策を推進しており、この施策の効果を高め、高
年齢者雇用が一層進展するよう、毎年 10月を「高年齢者雇用促進月間」と定め、

事業主をはじめ、広く国民全体の理解と協力を求めることを目的とした各種啓発
広報等の事業を展開しています。 

月間 仕事と家庭を考える月間 
 厚生労働省は、平成７（1995）年度から毎年 10 月を「仕事と家庭を考える月間」

として、仕事と家庭の両立について、社会全般の理解を深めるための活動を展開
しています。 

月間 里親月間 
 厚生省（現厚生労働省）が昭和 29（1954）年から実施しており、この期間、里
親・職親の登録促進、児童委託の促進、里親の養育技術の向上と相互連携の強化
が図られ、里親の研修会や一日里親等の行事が行われています。 

月間 情報化月間 

情報化社会の発展を進めていくためには、国民が情報化を正しく認識し、理解

することが不可欠なことから、政府は、昭和 47（1972）年以来、毎年 10 月の第１
週を「情報化週間」と定め、さらに、昭和 57（1982）年度からは、10 月を「情報
化月間」と改め、広く一般国民を対象とし、様々な情報化に関する啓発・普及の

ための各種行事を実施しています。 

～12/31 

※一部地 

域では 

～3/31 

共同募金運動 

 「赤い羽根」をシンボルとする「共同募金運動」は、地域福祉の推進を図るた
めに、社会福祉施設、ＮＰＯ法人やボランティア団体などの様々な福祉活動を支
援するための募金となっています。 

10 月１日から全国一斉に行われています（12月中は、「歳末たすけあい募金」
も併せて行います）。 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/1987%E5%B9%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%B2%A7%E5%9B%B0
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9A%B4%E5%8A%9B
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%83%A9%E3%83%B3%E3%82%B9
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%91%E3%83%AA
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B7%E3%83%A3%E3%82%A4%E3%83%A8%E5%AE%AE
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E9%81%8B%E5%8B%95ATD%E7%AC%AC%E5%9B%9B%E4%B8%96%E7%95%8C&action=edit&redlink=1
http://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E3%83%A8%E3%82%BC%E3%83%95%E3%83%BB%E3%83%AC%E3%82%B7%E3%83%B3%E3%82%B9%E3%82%AD&action=edit&redlink=1
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E9%80%A3%E5%90%88%E7%B7%8F%E4%BC%9A
http://ja.wikipedia.org/wiki/1966%E5%B9%B4
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%97%A5%E6%9C%AC%E5%8A%B4%E5%83%8D%E7%B5%84%E5%90%88%E7%B7%8F%E8%A9%95%E8%AD%B0%E4%BC%9A
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B9%E3%83%88%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%82%AD
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%99%E3%83%88%E3%83%8A%E3%83%A0%E6%88%A6%E4%BA%89
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%99%E3%83%88%E3%83%8A%E3%83%A0%E6%88%A6%E4%BA%89
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8F%8D%E6%88%A6%E9%81%8B%E5%8B%95
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１１ 月  

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７  

点字記念日   ユネスコ憲章記念日     

８ ９ 10 11 12 13 14  
   世界平和記念日 

介護の日 

    

15 16 17 18 19 20 21  
 

国際寛容デー   国際男性デー 世界こどもの日 世界あいさつの日 
 

22 23 24 25 26 27 28  
   女性に対する暴力撤

廃の国際デー 

    

29 30 ○福祉人材確保重点実施期間（４～17 日）  ○女性に対する暴力をなくす運動（12～25 日） 

○犯罪被害者週間（25～12 月１日）    ○家族の週間（第３日曜日の前後各１週間） 

○全国一斉「女性の人権ホットライン」強化週間（11 月中で設定） 

○子ども・若者育成支援強調月間       ○児童虐待防止推進月間 

 
   

 

 

 

 

11 

月 

 

 
 

１日 点字記念日 

 明治 23（1890）年、日本語用の点字が決められたのを記念して定められています。 

それまでは、日本語を点字で表す時は、欧米の点字を利用したローマ字つづりに
より表現されていたので、官立東京盲唖学校長の小西信八が、かな文字にあった点
字の研究を依頼し、教員や生徒から３つの案が出されました。 

それらを検討した結果、この日開かれた日本点字選定会で、教員の石川倉次が考
案した石川案が満場一致により正式に採用されました。 

４日 ユネスコ憲章記念日 
昭和 21（1946）年のこの日、「ユネスコ憲章」が発効し、国連教育科学文化機関

（ユネスコ）が発足したのを記念して定められています。 
なお、日本は昭和 26（1951）年７月２日に、ユネスコに加盟しました。 

11 日 

 

世界平和記念日 
大正７（1918）年、ドイツとアメリカ合衆国が停戦協定に調印し、４年あまり続

いた第１次世界大戦が終結したのを記念する日で、主戦場となったヨーロッパの各
国では、この日が祝日となっている国もあります。 

介護の日 

 介護についての理解と認識を深め、介護従事者、介護サービス利用者及びその家
族などを支援するとともに、地域社会における支え合いや交流を促進する観点か
ら、毎年この日を「介護の日」としています。 

また、広く福祉・介護サービスについての理解を深めるとともに、福祉人材の確
保・定着を図る観点から、11 月４日から 17 日を「福祉人材確保重点実施期間」と
定めています。期間中は、厚生労働省、地方公共団体、関係団体などの協力により、

全国各地で様々な行事が開催されています。 

16 日 

国際寛容デー 

（International Day for 

Tolerance） 

平成７（1995）年の 11月、ユネスコ総会で「寛容原則宣言」と「国連寛容年の
ためのフォローアップ計画」が採択されたことから、平成８（1996）年 12月の国

連総会で、この日が定められました。 
人類にとって最も重要な徳の一つに世界の関心を向けることを目的に制定され

たもので、「寛容」とは、人間の多様性に積極的かつ前向きに関わることであり、

この多民族・多文化社会において、民主主義の根本原理のカギとなるものだと述べ
られています。 

19 日 

国際男性デー 

（International Men's 

Day） 

男性に関する国際的なイベント等が開催されています。平成 11（1999）年からト
リニダード・トバゴでイベントが始まり、その記念日の設立とそれに関するイベン
トは、世界各地の様々な個人及びグループによって行われています。 

なお、この「国際男性デー」の目的には、コミュニティーや家族、結婚及び育児
に関して、男性と男の子への差別に光をあて、その問題に取り組み、解決していく
こと等が含まれています。 

20 日 

世界こどもの日 

（Universal Children's 

Day） 

昭和 29（1954）年、国連総会は全ての加盟国に対し、「世界こどもの日」を定め

て、これを子どもたちの世界的な友愛と相互理解の日に、また、世界の子どもたち

の福祉を増進させる活動の日にあてるよう勧告しました。なお、具体的な日付の制

定は、各国政府の判断に委ねられています。 

多くの国では、11月 20 日と定めていますが、この日は、国連総会が昭和 34（1959）

年に「子どもの権利宣言」を、また、平成元（1989）年に「子どもの権利条約」を

採択した日に由来しています。  

http://www.weblio.jp/content/%E7%94%B7%E6%80%A7
http://www.weblio.jp/content/1999%E5%B9%B4
http://www.weblio.jp/content/%E3%83%88%E3%83%AA%E3%83%8B%E3%83%80%E3%83%BC%E3%83%89%E3%83%BB%E3%83%88%E3%83%90%E3%82%B4
http://www.weblio.jp/content/%E3%83%88%E3%83%AA%E3%83%8B%E3%83%80%E3%83%BC%E3%83%89%E3%83%BB%E3%83%88%E3%83%90%E3%82%B4
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11 

月 

 
 

21 日 世界あいさつの日 

 昭和 48（1973）年に定めらており、この日の由来は、冷戦真っ只中の当時、ネブ

ラスカ州出身のアメリカ人のブライアン・マッコーマン、マイケル・マッコーマン
両氏が、国際的な緊張の高まりに一石を投じるべく、陽気なあいさつを込めた手紙
を世界の津々浦々に発送し、送り先の人に、誰でもよいから誰かほかの人にあいさ

つをしてくれるよう頼んだことに因んでいます。 

25 日 

女性に対する暴力撤廃の

国際デー 

（International Day 

for the Elimination 

of Violence against 

Women） 

国連総会は、この日を「女性に対する暴力撤廃の国際デー」と定め、各国政府や

国連機関、ＮＧＯが、この週間に対する一般の意識を高めるための活動を行うよう

促しています。 

女性運動活動家たちは、昭和 56（1981）年以来、11月 25 日を「暴力反対の日」

としてきました。この日は、昭和 36（1961）年にドミニカ共和国の支配者ラファエ

ル・トルヒジョの命令で、政治活動家ミラバル三姉妹が暗殺されたことに由来して

います。 

第３ 

日曜日 
家族の日 

内閣府は、「新しい少子化対策について」（平成 18（2006）年：「少子化社会対策

会議）決定）等に基づいて、平成 19（2007）年度から、第３日曜日を「家族の日」、

その前後各１週間を「家族の週間」とすることを定めています。 

これらの日や週間は、子どもを大切にし、子どもの育ちを支え、若者が安心して

成長できる社会を実現するために、生命を次代に伝え育んでいくことや、子育てを

支える家族や地域の大切さについての理解を図ることを目的としています。 

４～17 日 
福祉人材確保重点実施 

期間 

広く福祉・介護サービスについての理解を深めるとともに、福祉人材の確保・定

着を図る観点から、11 月４日から 17 日を「福祉人材確保重点実施期間」と定めて

います。 

期間中は、厚生労働省、地方公共団体、関係団体などの協力により、全国各地で

様々な行事が開催されています。 

12～25 日 
女性に対する暴力をなく

す運動 

 平成 13(2001）年６月、内閣府男女共同参画推進本部において、毎年 11月 12日

から 25日までの２週間、「女性に対する暴力をなくす運動」を実施するということ

が決定されました。 

11/25 

～12/1 
犯罪被害者週間 

「犯罪被害者等基本法」の成立日である12月１日以前の１週間が、「犯罪被害者

週間」と定められています。 

期間中は、集中的な啓発事業等の実施を通じて、犯罪被害者等がおかれている状

況や犯罪被害者等の名誉又は生活の平穏への配慮の重要性等について、人々の理解

を深めることを目的として、全国各地で「犯罪被害者週間」国民のつどい等の啓発

行事などが行われています。 

第３日曜

日の前後

各１週間 

家族の週間 「家族の日」参照（11月第３日曜日） 

11 月 
全国一斉「女性の人権ホ

ットライン」強化週間 

全国の法務局・地方法務局では、専用相談電話「女性の人権ホットライン」を設

置して、人権擁護委員や法務局職員が、女性に対する人権侵害に関する相談に応じ

ています。 

そうしたなか、「女性に対する暴力をなくす運動」と連動して、全国一斉「女性

の人権ホットライン」強化週間を設け、この期間中は、平日の受付時間を延長する

とともに、土・日曜日も開設して、相談に応じています。 

月間 
子ども・若者育成支援 

強調月間 

内閣府では、子ども・若者育成支援に関する国民運動の一層の充実や、定着を

図ることを目的として、毎年 11月を「子ども・若者育成支援強調月間」と定め、

関係省庁、地方公共団体及び関係団体とともに、諸事業、諸活動を集中的に実施し

ています。 

なお、この名称については、「子ども・若者育成支援推進法」（平成21（2009）

年公布）に基づく大綱として、平成22（2010）年７月に「子ども・若者ビジョン」

が策定されたことにより、同年11月から「子ども・若者育成支援強化月間」となっ

たもので、以前は「青少年健全育成強調月間」として取組が行われていました。 

月間 児童虐待防止推進月間 

厚生労働省では、「児童虐待防止法」が施行された11月を「児童虐待防止推進月

間」と位置づけ、国はもちろん全国各地で集中的な広報・啓発活動を行っています。 

また、児童虐待防止に関しては、子どもへの虐待のない社会の実現を目指す市民

運動、「オレンジリボン運動」も行われています。 

この運動は、子ども虐待防止のシンボルマークとして、オレンジリボンを広める

ことで、子ども虐待をなくすことを呼びかける市民運動です。児童虐待防止全国ネ

ットワークでは、オレンジリボン運動を通して子ども虐待の現状を伝え、多くの方

に子ども虐待の問題に関心を持ってもらい、市民のネットワークにより、虐待のな

い社会を築くことを目指しています。 
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１２ 月  

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７  

世界エイズデー 

 

奴隷制度廃止国

際デー 

国際障害者デー 

 

 経済・社会開発の

ための国際ボラ

ンティア・デー 

   

８ ９ 10 11 12 13 14  
  

世界人権デー 
ユニセフ創立記

念日 

    

15 16 17 18 19 20 21  
   

国際移民デー 
 

 

 

   

22 23 24 25 26 27 28  
   

 

 

 
 

 

 

 

  

29 30 31 ○障害者週間（３～９日） 

○人権週間（４～10 日） 

○北朝鮮人権侵害問題啓発週間（10～16 日） 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

12

月 

 

 

 

１日 
世界エイズデー 

（World AIDS Day） 

世界保健機構（ＷＨＯ）は、昭和63（1988）年に世界的レベルでのエイズま

ん延防止と患者・感染者に対する差別・偏見の解消を図ることを目的として、
この日を「世界エイズデー」と定め、エイズに関する啓発活動等の実施を提唱
しています。 

なお、平成８（1996）年より、ＷＨＯに代わってＵＮＡＩＤＳ（国連合同エ
イズプログラム）が提唱者となっています。 

２日 

奴隷制度廃止国際デー 

（International Day for 

the Abolition of 

Slavery） 

 国連総会において、「人身売買および他者の搾取の禁止に関する条約」（昭和

24（1949）年）が採択されたことを記念して定められています。 

３日 

国際障害者デー 

（International Day of 

Disabled Persons） 

平成４（1992）年、「国連障害者の 10 年」（昭和 58（1983）年～平成４（1992）
年）の終結にあたり、国連総会は 12 月３日を「国際障害者デー」と宣言しま
した。 

総会では、「国連障害者の 10 年」の成果をうけ、更に加盟国に対し、障害
のある人々の社会参加をいっそう促進させるため、この国際デーに重点をおく
よう呼びかけを行っています。  

５日 

経済・社会開発のための国際

ボランティア・デー 

（International 

Volunteer Day） 

 昭和 60（1985）年の国連総会において、毎年この日を「国際ボランティア・
デー」として守るように決議されました。 
この日は、世界中の経済と社会開発の推進のため、ボランティア活動の貢献

に対する認識を高め、社会のあらゆる層からより多くの人々が、国内外におい
てボランティア活動に参加できる機運を高める日となっています。 

１０日 
世界人権デー 

（Human Rights Day） 

 昭和 25（1950）年、国連総会は、全ての国家と関係機関がこの日を「人権デ
ー」として記念するよう定めました。 
なお、この日は、昭和 23（1948）年に、国連総会が「世界人権宣言」を採択

した日に由来しています。  

１１日 ユニセフ創立記念日 

 昭和 21（1946）年のこの日、「国連児童基金」（ＵＮＩＣＥＦ：ユニセフ)の
前身である「国連国際児童緊急基金」が、第二次大戦で被災した子どもたちの

緊急援助を目的として、創立されたことを記念して定められました。 
 「国連国際児童緊急基金」は、その後、活動の重点を開発途上国の子どもた
ちを対象とした社会開発に移し、「国連児童基金」（United Nations Children's 

Fund）と改称されました。 
 そのため、本来は、ＵＮＣＦになるはずでしたが、ＵＮＩＣＥＦの略称は、
世界中の人々に親しまれていたため、そのまま現在まで引き継がれています。 

１８日 国際移民デー 

「国連経済社会理事会」の勧告を受けて、平成 12（2000）年の国連総会にお
いて、この日を「国際移民デー」とするこが宣言されました。 
また、国連総会では、全ての移民の人権と基本的自由の尊重を保障する、よ

り一層の努力が必要となることが強調されました。 
なお、12 月８日としたのは、平成２（1990）年のこの日に、「すべての移民

労働者とその家族に人権保護に関する国際条約」が採択されたことに由来して

います。 
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12

月 
 

３～９日 障害者週間 

昭和 57（1982）年に「障害者に関する世界行動計画」が国連総会で採択さ
れた 12月３日が「国際障害者デー」、昭和 50（1975）年に「障害者の権利宣
言」が国連総会で採択された 12月９日を「障害者の日」としていたことから、

平成 16（2004）年の「障害者基本法」の改正により、従来の「障害者の日」
に代わるものとして、この週間が設定されました。 
なお、県はこの「障害者週間」の期間中に県民の集いを開催し、各種イベ

ント等を通じて障害のある人とない人の交流を深め、ノーマライゼーション
の理念の普及啓発を図る取組として、「障害者週間の集い」を毎年、実施して
います。 

４～10 日 人権週間 

昭和23（1948）年に国連総会で「世界人権宣言」が採択された12月10日（世
界人権デー）を最終日とする１週間を「人権週間」と定め、日本では、昭和
24（1949）年から関係機関や団体等が協力して、広く国民に人権意識の高揚

を呼びかけています。 
高知県では、人権週間中の行事として、広く県民の方々が参加できる｢じん

けんふれあいフェスタ」を開催しています。 

10～16 日 北朝鮮人権侵害問題啓発週間 

北朝鮮当局による人権侵害問題に関する国民の認識を深めるとともに、国

際社会と連携しつつ北朝鮮当局による人権侵害問題の実態を解明し、その抑
止を図ることを目的として、平成 18（2006）年６月に「拉致問題その他北朝
鮮当局による人権侵害問題への対処に関する法律」が施行され、国及び地方

公共団体の責務等が定められるとともに、毎年この期間を「北朝鮮人権侵害
問題啓発週間」とすることが定められました。  
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相 談 内 容 機 関 名 相談時間 電話番号 

 
人権全般に関すること 

同和問題に関すること 

高知地方法務局人権擁護課 

みんなの人権 110 番 

月～金 8:30～17:15 
（年末年始、祝日を除く） 

0570-003-110 

高知県文化生活部人権課 月～金 8:30～17:15 
（年末年始、祝日を除く） 

088-823-9804 

高知県教育委員会事務局人権教育課 月～金 8:30～17:15 
（年末年始、祝日を除く） 

088-821-4932 

(公財)高知県人権啓発センター 月～金 8:30～17:15 
（年末年始、祝日を除く） 

088-821-4681 

 

 

 

相 談 内 容 機 関 名 相談時間 電話番号 

女性が抱える様々な問題や
配偶者などからの暴力に関
すること 

高知県女性相談支援センター 
(配偶者暴力相談支援センター) 
 

電話相談 
平日 9:00～22:00 
土日祝日 9:00～20:00 

来所相談 
平日（要予約）9:00～16:30 

法律相談 
毎月第２水曜日（要予約） 
14:00～16:00 

088-833-0783 
 
 

女性の様々な悩みや、日常生
活の中で直面する問題、不安
や心配ごとに関すること 

こうち男女共同参画センター 
｢ソーレ｣ 
 

毎日 9:00～17:00 
（第２水曜日・祝日・年末年始を
除く） 

088-873-9555 
 

男性の悩みや、不安、ストレ
スなどについて 

こうち男女共同参画センター 
｢ソーレ｣ 

毎月第１・３火曜日（要予約）  
18:00～20:00 

088-873-9100 

職場におけるセクシュアル
ハラスメント、育児・介護休
業等に関すること 

高知労働局雇用均等室 
 

月～金 8:30～17:15 
（年末年始、祝日を除く） 

088-885-6041 
 

性犯罪被害、ＤＶ被害、スト
ーカー被害、被害者支援など
に関する相談 

高知県警察本部警務部県民支援
相談課 
女性被害相談電話 
「レディースダイヤル 110 番」 

24 時間受付 088-873-0110 
 

女性の人権侵害に関する 
相談 

女性の人権ホットライン 
 

平日 8:30～17:15 
（時間外・土・日・祝日等は留守
番電話で受付） 

0570-070-810 
(ﾅﾋﾞﾀﾞｲﾔﾙ) 

 
 
 
 
 

相 談 内 容 機 関 名 相談時間 電話番号 

いじめや不登校、学校生活全
般、問題行動等について 

高知県心の教育センター 
 

電話相談 
毎日      9:00～21:00 
（土・日・祝日、休日、年末年始
を除く） 

088-833-2922 
 

２４時間電話相談 05700-78310 
来所相談 
電話予約が必要 
月～金    8:30～17:00 
（祝日、休日、年末年始を除く） 

088-833-2922 

E メール相談 
Kodomo24@kochinet.ed.jp 

返信時間 9:00～17:00 

 

 人人権権にに関関すするる相相談談窓窓口口一一覧覧表表  

人権全般・同和問題 

女性 

子ども 

mailto:Kodomo24@kochinet.ed.jp
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相 談 内 容 機 関 名 相談時間 電話番号 

子どもの養育、虐待、不登校や非
行、障害などに関すること 

高知県中央児童相談所 月～金 8:30～17:15 
（年末年始、祝日を除く） 
通告については 24 時間対応 

088-866-6791 

高知県幡多児童相談所 月～金 8:30～17:15 
（年末年始、祝日を除く） 
通告については 24 時間対応 

0880-37-3159 

子育てに関するトラブルや子育て
での悩み、虐待等に関する相談 

子どもと家庭の 110 番 
 

9:00～18:00 
（年末年始を除く） 

088-872-0099 
 

いじめ、虐待など、子どもの人権
問題に関する相談 

子どもの人権 110 番 
 

月～金   8:30～17:15 
（時間外・土・日・祝日等は留守
番電話で受付） 

0120-007-110 
(全国共通ﾌﾘｰ
ﾀﾞｲﾔﾙ) 

非行や青少年の問題行動、いじめ、
青少年の悩みなどに関する相談 

少年サポートセンター 
ヤングテレホン 

月～金   8:30～17:15 
（祝日、年末年始を除く） 

088-825-0110 
088-822-0809 

 

 

 

相 談 内 容 機 関 名 相談時間 電話番号 

高齢者や家族の日常生活の中での
悩みごとや、健康・介護の方法、
福祉用具等の相談や、法律相談 

シルバー110 番 
(高齢者総合相談センター) 
 

一般相談 
 毎日 9:00～16:00 
 ※休館日（毎月第２日曜日・祝

日・12/29～1/3） 
内容：生活・介護、福祉サービ

ス等高齢者福祉全般 
専門相談 法律相談（事前予約制） 
 毎週木曜日 13:00～15:00 
  ※休館日（毎月第２日曜日・祝

日・12/29～1/3） 
内容：財産、相続・借地借家・

金銭貸借等 

088-875-0110 
 
 

在宅の要援護高齢者やその家族等
からの在宅介護等に関する相談 

各市町村の地域包括支援セ
ンター 

月～金 8:30～17:15 
（年末年始、祝日を除く） 

 

認知症の人や知的障害のある人な
ど、自己決定能力に支援が必要な
人々が自立した地域生活を送れる
ための支援について 

(社福)高知県社会福祉協議
会 

月～金 8:30～17:15 
（年末年始、毎月第２月曜日、祝
日を除く） 

088-844-9007 

 

 

 

相 談 内 容 機 関 名 相談時間 電話番号 

認知症の人や知的障害のあ
る人など、自己決定能力に支
援が必要な人々が自立した
地域生活を送れるための支
援について 

(社福)高知県社会福祉協議会 月～金 8:30～17:15 
（年末年始、祝日を除く） 

088-844-4600 

障害のある人やその家族が
抱える人権や財産などの問
題に関すること 

障害者 110 番 
（(社福)高知県社会福祉協議会） 
 

一般相談 
 毎日 9:00～16:00 
 （毎月第２日曜日及び祝日、年

末年始を除く） 
法律相談  
 第２、第４木曜 13:30～15:30 
  （事前に予約が必要） 

088-828-8400 
 
 

障害のある人の虐待に関す
る届出・相談について 

高知県障害者権利擁護センター 月曜日～金曜日 8:30～17:15 
（祝日、年末年始を除く） 
上記の時間以外は、留守番電話で
受付けています。 

088-822-7388 

高齢者 

障害者 

子ども 
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相 談 内 容 機 関 名 相談時間 電話番号 

精神障害のある人の
保健医療及び社会復
帰などに関すること 

高知県精神保健福祉センター(こころのテ
レ相談) 

月～金 13:00～15:00 
（祝日、年末年始を除く） 

088-823-0600 
 

高知県地域福祉部障害保健福祉課 月～金 8:30～17:15 
（年末年始、祝日を除く） 

088-823-9633 

県内各福祉保健所 
安芸福祉保健所（健康障害課 直通） 
中央東福祉保健所（健康障害課 直通） 
中央西福祉保健所（健康障害課 直通） 
須崎福祉保健所（健康障害課 直通） 
幡多福祉保健所（健康障害課 直通） 

月～金 8:30～17:15 
（年末年始、祝日を除く） 

 
0887-34-3177 
0887-53-3173 
0889-22-1249 
0889-42-1875 
0880-34-5124 

高知市保健所地域保健課 月～金 8:30～17:15 
（年末年始、祝日を除く） 

088-822-0577 

高知市福祉事務所障がい福祉課 月～金 8:30～17:15 
（年末年始、祝日を除く） 

088-823-9378 

 

 

 

相談内容 機 関 名 相談時間 電話番号 

エイズ患者・Ｈ
ＩＶ感染者・そ
の他感染症に
関すること 

高知県健康政策部健康対策課（感染症担当） 月～金 8:30～17:15 
（年末年始、祝日を除く） 

088-823-9677 

県内各福祉保健所 
安芸福祉保健所（衛生環境課 直通） 
中央東福祉保健所（衛生環境課 直通） 
中央西福祉保健所（衛生環境課 直通） 
須崎福祉保健所（衛生環境課 直通） 
幡多福祉保健所（衛生環境課 直通） 

月～金 8:30～17:15 
（年末年始、祝日を除く） 

 
0887-34-3173 
0887-52-4594 
0889-22-2588 
0889-42-1999 
0880-35-5982 

高知市保健所地域保健課 月～金 8:30～17:15 
（年末年始、祝日を除く） 

088-822-0577 

エイズに関す
ること 
 
 

エイズ予防財団 
 

月～金 8:30～17:15 
（年末年始、祝日を除く） 

0120-177-812 
携帯電話からは
03-5259-1815 

ＨＩＶと人権・情報センター関西支部 月～金 8:30～17:15 
（年末年始、祝日を除く） 

06-6393-8851 

高知県エイズ治療拠点病院 
高知大学医学部附属病院 
独立行政法人国立病院機構高知病院 
高知県・高知市病院企業団立高知医療センター 
高知県立あき総合病院 
高知県立幡多けんみん病院 

月～金 8:30～17:15 
（年末年始、祝日を除く） 

 
088-866-5811 
088-844-3111 
088-837-3000 
0887-34-3111 
0880-66-2222 

ハンセン病に
関すること 

高知県健康政策部健康対策課（難病担当） 月～金 8:30～17:15 
（年末年始、祝日を除く） 

088-823-9678 

 

 

 

相 談 内 容 機 関 名 相談時間 電話番号 

外国人の人権・生活相談 (公財)高知県国際交流協会 月～金 8:30～17:00 
（国民の休日及び年末年始、
祝日を除く） 

088-875-0022 

 

 

 

ＨＩＶ感染者等 

外国人 

障害者 
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相  談  内  容 機 関 名 相談時間 電話番号 

犯罪被害に関すること ＮＰＯ法人こうち被害者支援センター 月～金曜日（祝日除く） 
10:00～16:00 

088-854-7867 

高知地方検察庁 
（被害者ホットライン） 

月～金 8:30～17:15 
（年末年始、土・日・祝日を
除く） 

088-872-9190 

高知県警察本部警務部県民支援相談課
被害者支援室 
（犯罪被害者ホットライン） 

月～金 8:30～17:15 
（年末年始、祝日を除く） 

088-871-3110 
 

日本司法支援センター法テラス 
（犯罪被害者支援ダイヤル） 

月～金 9:00～21:00 
土 9:00～17:00 
(日曜祝祭日・年末年始除く) 

0570-079714 

 

 

 

相 談 内 容 機 関 名 相談時間 電話番号 

インターネットによる人
権侵害に関すること 

高知県教育委員会事務局人権教育課 月～金 8:30～17:15 
（年末年始、祝日を除く） 

088-821-4932 

 

 

 

相 談 内 容 機 関 名 相談時間 電話番号 

災害時の人権への配慮に
関する研修などについて 

高知県教育委員会事務局人権教育課 月～金 8:30～17:15 
（年末年始、祝日を除く） 

088-821-4932 

(公財)高知県人権啓発センター 月～金 8:30～17:15 
（年末年始、祝日を除く） 

088-821-4681 

 

 

 

 

 

 

犯罪被害者等 

インターネットによる人権侵害 

災害と人権 


